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0．研究開発の概要  

１．対象とした政策や政策形成プロセス、およびその課題 
新型コロナウイルス感染症の流行対策では、検疫や移動制限など、様々な非特異的対策が実

施された。わが国では基本的対処方針に基づいて、不要不急の外出を自粛することや都道府県

共を跨ぐ移動を自粛することなど、流行対策が「要請」を通じて実施された。政府や自治体の

要請に基づいて実施される点は、欧米諸国の罰則を伴うロックダウン等と比べて、わが国の対

策の法的拘束力は極めて柔軟であったと言える。他方、日本の社会文化的背景の中で、人々の

心理的同調に係る圧力の下で対策が成立したことは社会のあり方に影を落とすことにも繋がっ

た。本研究では、（1）同調の社会的メカニズムや感染対策の習慣化、（2）科学的助言の望まし

い体制、（3）社会での対策の合理化・最適化を検討課題の対象として実施し、科学的根拠に基

づく感染症対策のあり方をより明確なものにすることを目指してプロジェクトを遂行した。 
２．「科学技術イノベーション政策のための科学」としてのリサーチ・クエスチョン 
本研究では、上記の 3 つの課題に応じて、3 つの主要なリサーチ・クエスチョンを設定し

た。（1）同調が存在する社会は良かったか？（もちろん、決して良くはないが、科学的にどの

ようなメカニズムで同調が強い国で対策が成功し、それは未来にとって何を示唆するか）。同

調が圧力となって作用した問題点は何か？（2）国民が行動規範を必要とするとき、科学的情

報をどのように得ていて、何が問題なのか。科学的助言を行い、呼び掛けを行う主体は何であ

るべきか。科学的情報の発信源について一定のルール作りを行うことは可能か？（3）予防接

種等を通じて死亡リスクが下がったとき、対策のダウングレードは如何にすべきか。無批判に

「もと通りの暮らし」に戻るのではなく、流行対策がカスタマイズされて習慣化された「つら

くない社会」とはどのようなものか？少なくとも 1 つひとつの鍵となる対策を継続するとどの

程度の効果が得られるのか。 
３．創出した成果により、「誰に、何を」与えたのか 
本研究を通じて、（1）要請に基づく流行対策の定量的評価手法を確立した。2020 年 3－6

月における第 1 波の流行を研究対象とすると、緊急事態宣言等を通じた実効再生産数の減少は

流行規模を 1/40 に抑えられたものと推定された。無対策の場合を科学的に提示し、専門家・

行政などに対して、非特異的対策の大きな予防的インパクトを明示することができた。同様

に、わが国で 2023 年にマスク着用が自己判断となったが、それにより増加した死亡者数など

疫学的インパクトを定量化した。（2）科学コミュニケーションの課題を当事者インタビューか

ら明らかにし、書籍として取りまとめた。これらの成果は、今後のパンデミック対策におい

て、政策立案者、公衆衛生専門家、科学コミュニケーターに対し、エビデンスに基づく政策形

成の基盤を提供し、効果的な科学的助言のあり方に関する考え方の基礎資料となり得る。

（3）社会文化的規範の強さと流行対策の実施度合いや「新しい日常生活」の遂行の間に関連

性が示唆された。その科学的エビデンスに留まらず、国や地域によって最適な対策は異なり、

事前に広いセクターで対話を経た上での望ましい対策の構築が求められるものと考えられた。 
４．研究開発の達成状況と限界 
要請ベースの対策評価、同調メカニズムの定量的分析、科学コミュニケーションの実態調査

の各項目において、当初計画を上回る成果が得られた。特に、緊急事態宣言やマスク着用推奨

の因果推論、科学コミュニケーションのファクトベースの問題掘り起こし、社会文化的規範と

流行対策の関係のそれぞれについて原著論文を纏め上げることができた。マスク着用の習慣化

が科学的提言を通じて成し遂げられなかったことや政府による公式な振り返り作業が会議体で

実施されないことに伴う限界は残るが、その中でも医学教育へのフィードバックや健康危機管

理の人材養成など次世代の「人」の育成に抜本的改善を講じる動き繋げることができた。 
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1．プロジェクトの達成目標 

新型コロナウイルス感染症の流行対策は、検疫や移動制限など、様々な非特異的対策が実施さ

れた。わが国では基本的対処方針に基づいて、不要不急の外出を自粛することや都道府県共を跨

ぐ移動を自粛することなど、流行対策が「要請」を通じて実施された。同流行は、数理モデルを

含む各種の新興科学技術が実装される機会となった。しかし、第 1 波の初動危機管理では政府の

危機管理に比して、専門家の過度な先回りが指摘され、長引くパンデミック対応の中で、流行対

策の科学的助言や政治と科学の役割分担のあり方を見直さなければならない機会であることも強

く認識された。 
特に、政府や自治体の要請に基づいて実施される点は、欧米諸国の罰則を伴うロックダウン等

と比べて、わが国の対策の法的拘束力は極めて柔軟であったと言える。他方、日本の社会文化的

背景の中で、人々の心理的同調に係る圧力の下で対策が成立したことは社会のあり方に影を落と

すことにも繋がった。 
社会的には感染症法上の類型が 2023 年に 5 類感染症へと改訂されたことを機会に、次第に対

策の緩和が行われた。それに伴ってパンデミックの社会的な喧騒が次第に落ち着きつくことにな

った。しかし、未だ流行自体が続いている。既に複数回の予防接種が人口内の希望者に行き渡っ

たタイミングにおいて、本研究では次のパンデミックも視野に入れつつ、以下の 3 つの主要課題

に取り組んだ： 
・ 同調の社会的メカニズムや感染対策の習慣化のあり方の解明 

・ 科学的助言の体制作りに関する検討 

・ 社会での対策の合理化・最適化の実現 

これらのゴールに向け、進捗に応じて柔軟に研究アウトプットや提言の周知についてゴールの

設定をより拡大することを含めて検討するよう努めた。 

2．研究開発の実施内容 

2-1．研究開発実施体制の構成図 

 
〈図 1．研究開発実施体制〉 
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研究は 3 つのチームに分けて運営した（図 1）： 
チーム①（京都大学・西浦博グループ） 

要請に基づく流行対策の政策評価研究を実施し、これまでの流行対策の有効性について呼び掛

けとの関連を踏まえて検討した。また、同調のメカニズムを加味した数理モデルや科学的な呼び

掛けのゲーム理論などに関する検討を他チームと共同で実施することによって、同調や科学コミ

ュニケーションが本流行の対策に果たした役割とその問題点を一般化した。 
チーム②（同志社大学・野口範子グループ） 

科学コミュニケーションに携わる立場から、日本が海外と比較してどれだけ特異的だったのか

国際比較や専門家等への取材を通じて解析し、また、発信された情報の拡散データの取得と解析

を行った。一連の研究を通じて、科学的助言に係る情報の発信源やその伝達のあり方に関する提

言を行った。 
チーム③（新潟青陵大学・碓井真史グループ） 

社会心理学者の立場から同調という判断根拠が選ばれる社会の構造について、その特性と問題

点を検討し、マスク着用や感染予防行動が習慣化できるかどうかを文献的レビューと数理モデル

との協働研究を通じて明らかにする過程を通じて、同調の誘発のあり方と問題点について取りま

とめた。 
2-2．実施項目・研究開発期間中の研究開発の流れ 

研究開発期間全体を通じて、以下の実施項目を 3つの大項目に分けて取り組んだ（図 2）。研

究の進捗に伴い、2年度目以降の(1)の②と(3)の②③について一部合併して実施し、また、国内

情報に関する進捗を通じて、3年度目を迎える前の計画段階で、(2)の①に相当する海外類似事

象については、全チームで検討の上で研究対象から除外し、国内事象によりフォーカスした。 

実施項目(１) 要請に基づく流行対策の評価・因果推論 

① 要請に基づく流行対策の評価・因果推論 

② 同調・呼び掛けに関するモデリング 

③ 要請ベースの政策に係る提言書の作成 

実施項目(２) 科学コミュニケーション 

① 海外類似事象の調査 

② COVID-19関係者への取材 

③ 発信された情報の拡散データの取得・解析 

④ 行動変容データの取得・解析 

実施項目(３)習慣化の文献的レビューと事例検討、感染予防における同調の検討 

① 習慣化の文献的レビューと事例検討  

② 感染予防における同調の検討 

③ 数理モデルと心理学の協働分析 

 

2-3．実施内容 
実施項目(1)-① 要請に基づく流行対策の評価・因果推論 

本項目では、日本における要請ベースの流行対策、特に緊急事態宣言や蔓延防止等重点措置の

効果を定量的に評価し、今後のパンデミック対策の科学的根拠を提供することを目的として分析

を行った。2020-21年の COVID-19の第 1－3波を対象に、東京都と大阪府の夜間繁華街滞留人口

データと実効再生産数の関係を分析した。夜間繁華街の滞留人口が実効再生産数と長期間に渡っ

て比例関係にあることを利用し、反事実仮想（緊急事態宣言を実施しなかった場合）を構築し

た。具体的には、2020年の滞留人口データを 2019年の同時期のデータと入れ替えることで、緊

急事態宣言がない場合の流行曲線を推定し、緊急事態宣言の因果効果を定量的に評価した。 

期間：令和 4年 10月～令和 8年 3月 
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研究開発の実施項目 
令和 4
（2022）年

度 

令和 5
（2023）年

度 

令和 6
（2024）年

度 

令和 7
（2025）年

度 
1-1.要請に基づく流行対策の評価・因

果推論 
    

1-2.同調・呼び掛けに関するモデリン

グ 
    

1-3.要請ベースの政策に係る提言書の

作成 
    

2-1.海外類似事象の調査 
 

   

2-2.COVID19 関係者への取材     

2-3.発信された情報の拡散データの取

得・解析 
    

2-4.行動変容データの取得・解析     

3-1.習慣化の文献的レビューと事例検

討 
    

3-2.感染予防における同調の検討     

3-3.数理モデルと心理学の協働分析     

〈図 2．研究開発実施項目〉 

 
実施者：西浦 博（京都大学・教授）、岡田雄大、小林鉄郎、及び大学院生の Thein Min Swe ら 

実施項目(1)-②③ 同調・呼び掛けに関するモデリング、要請ベースの政策に係る提言書の作成 

本項目では、マスク着用の自己判断化という政策変更が人口レベルの感染動態に与える影響を

定量化し、リスクコミュニケーションの重要性を明らかにすることを目的とした。また、同調メ

カニズムを数理モデルに組み込み、その影響を理論的に解明することを目指した。 

人口レベルのマスク着用割合と実効再生産数との間の非線形関係（既存の国際研究に基づき、

100％着用で 30％程度の実効再生産数減少）を利用し、マスク着用率の変化に応じた複数のシナ

リオ（95％維持、75％低下、50％低下など）を設定した。各シナリオについて、東京都の第 10

波流行データを用いて反事実仮想を構築し、死亡者数への影響を推定した。また、COVID-19の

伝播モデル（SIRモデル）の伝達係数にマスク着用率を加味し、マスク着用・非着用の決断に同

調と人口内の感染者数が影響を与えるモデルを構築し、定性的分析を通じて同調が感染動態に与

える影響を検討した。 

さらに、実施項目①および本項目で得られた緊急事態宣言の効果、マスク着用の自己判断化の

影響などの定量的評価結果を統合し、要請ベースの対策の有効性と課題を整理した。特に、呼び

掛けやリスクコミュニケーションのあり方が流行動態に与える影響を重視し、政策提言の基礎資

料として文章化を行なった。 

期間：令和 4年 10月～令和 8年 3月 

実施者：西浦 博（京都大学・教授）、岡田雄大、永田万結、林克磨ら 

実施項目(2)- ①② 海外類似事象の調査、COVID-19関係者への取材 

本項目では、日本の科学コミュニケーションの特異性を明らかにするため、海外のパンデミッ

ク対応における科学情報の発信体制や課題をふまえ、日本の主要都市についてパンデミック時に

おける科学情報の伝達の実態と課題を当事者の視点から明らかにし、今後の改善策を提示するこ

とを目的とした。海外の先行研究や事例のレビューを行い、科学コミュニケーションに関する国

内外の研究動向を把握した。海外の情報発信体制については 3年度目を迎える前の計画段階でス
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コープが拡散することを避けるために検討対象から除外した。国内状況に注力して、メディアが

果たす役割や、科学的情報の発信体制について、海外事例との比較を通じて日本の特異性を明ら

かにした。これらの知見は、インタビュー調査の設計や、書籍化における国際比較の視点に活用

された。 

科学コミュニケーションの当事者（専門家会議メンバー、放送記者、臨床医、感染症医、ファ

クトチェック団体関係者、科学記者、ウイルス学者、パンデミック対策専門家等）に対して体系

的インタビュー調査を実施した。インタビュー内容を文章化し、編集作業を行い、対象者へのフ

ィードバックを通じて内容の精緻化を図った。最終的に書籍として取りまとめることを目指し

た。 

期間：令和 4年 10月～令和 8年 3月 

実施者：野口 範子（同志社大学・教授）、渡辺政隆、桝太一ら 

実施項目(2)-③④ 発信された情報の拡散データの取得・解析、行動変容データの取得・解析 

本項目では、COVID-19に関する情報源の利用実態を明らかにし、情報源・情報媒体への信頼

と行動変容の関係を解明することで、効果的な情報発信の在り方を検討することを目的とした。 

まず、COVID-19の予防接種の有効性や安全性に関する情報源について、年齢や特性別の利用実

態を明らかにするための社会調査を実施した。調査結果を統計的に分析し、テレビ、新聞、イン

ターネット、知人など、情報源の選択が年齢やその他の特性によってどのように異なるかを検討

し、研究成果を原著論文として取りまとめた。 

さらに、情報源・情報媒体への信頼と 3密回避行動の関係を明らかにするため、東京在住者

2000人と大阪在住者 2000 人を対象とした社会調査を実施した。対象者は 20歳代から 70歳代の

男女で、在住者人口分布に合わせてオンライン回答によりデータを収集した。情報源（医療従事

者、政府、自治体知事、家族など）と情報媒体（テレビ、ラジオ、新聞、雑誌、SNSなど）への

信頼、感染への不安、3密回避行動の関係を、媒介解析を用いて統計的に分析した。 

期間：令和 4年 10月～令和 8年 3月 

実施者：野口 範子（同志社大学・教授）ら 

実施項目(3)- ①②③ 習慣化の文献的レビューと事例検討、感染予防における同調の検討、数

理モデルと心理学の協働分析 

本項目では、マスク着用などの感染対策の習慣化の可能性と課題を明らかにし、国際比較研究

を通じて同調が感染対策や流行動態に与える影響を定量的に解明するとともに、数理モデルと社

会心理学の知見を統合して、同調と習慣化が流行動態に与える影響を理論的・実証的に解明する

ことを目的とした。 

令和 4年度から令和 5年度にかけて、マスク着用の習慣化に関する社会調査を実施した。日本

におけるマスク着用率の推移と諸外国との比較を行い、習慣化の度合いを評価した。また、令和

5年 2月以降のマスク着用の自己判断化に伴う着用率の変化を継続的に調査した。習慣化に関す

る文献レビューを行い、成功事例の分析を通じて、持続可能な感染対策の要件を検討した。研究

成果を厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボードでの報告に反映させた。 

同調の影響に関しては、OECD 高所得国を中心に、マスク着用が予防接種導入前の流行動態に与

えた影響を国別に推定した。日本、韓国、シンガポール、台湾などの高着用率国と、フランス、

イタリア、スペインなどの欧州諸国を比較対象とした。各国のマスク着用率データと実効再生産

数の時系列データを用いて、マスク着用による実効再生産数の制御効果を推定した。また、各国

の同調度（既存の社会心理学的指標）と、第 1波における実効再生産数の相対的変化率、実効再

生産数が 1を超える日数の割合などの疫学的指標との相関関係を統計的に分析し、同調の強さが

対策の実施や流行抑制に与える影響を定量的に評価した。 

さらに、数理モデルと社会心理学の統合的分析として、同調をテーマにしたモデルとマスク着

用の習慣化をテーマにしたモデルの 2つを開発した。同調モデルでは、COVID-19の伝播モデル

（SIRモデル）にマスク着用率を組み込み、個人のマスク着用・非着用の決断に同調圧力と人口

内の感染者数が影響を与えるメカニズムを定式化し、定性的分析により同調が流行動態に与える

影響を理論的に検討した。習慣化モデルでは、マスク着用の自己判断化という政策決断の前後で

の着用率の変化を定量的に捕捉し、それに伴う感染リスクの増減と伝播動態への影響を評価し

た。これらのモデル分析を通じて、同調の強さによって最適な対策が異なること、また同調が強
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い国での政策実装上の課題を明らかにした。 

期間：令和 4年 10月～令和 8年 3月 

実施者：碓井 真史（新潟青陵大学・教授）、西浦 博（京都大学・教授）ら 

 

3．研究開発結果・成果 
3-1．プロジェクト全体としての成果 
 プロジェクト全体として各実施項目で目標を達成することができ、当初の予定を上回る成果を

得ることができた。まず、設定課題ごとに得られた具体的な成果の概要を以下にまとめる。 

(1)同調の社会的メカニズムや感染対策の習慣化のあり方の解明 

本課題では、要請に基づく流行対策の評価と因果推論を実施した。日常生活の場面ごとにクラ

スター発生確率の推定手法の確立や、緊急事態宣言や治療方針が致命リスクに与えた影響評価の

研究成果について出版し、また、当初の目標通り、2020 年の第 1波－3波における繁華街の夜間

滞留人口が流行に与えたインパクトの定量的分析、緊急事態宣言の効果に関する人口レベルでの

インパクトの評価を実施して、原著論文として改訂稿を投稿する段階まで進むことができた。そ

れら個々の研究においては、飲食店の時短営業といった政策の評価、緊急事態宣言や治療方針が

致命リスクに与えた影響評価と緊急事態宣言の効果に関する人口レベルでのインパクトの評価に

関するわが国の初例となった。これらの政策評価研究は、政策決定に関わった者や今後のパンデ

ミックにおける政策決定者にとって、限られた資源の中でより効果的な政策を決定する際に極め

て有用となる文献上の科学的根拠を与えることに繋がるものである。今後の展開として、より迅

速なリアルタイムでの流行中の分析を実現するために、予測をも目標に据えた手法改善に取り組

むことに繋がった。 
 さらに、同調の社会的メカニズムや感染症対策の習慣化の在り方ついて、マスク着用の自己判

断化という政策変更が人口レベルの感染動態に与える影響を定量化した。個人レベルの対策が大

きく人口全体での対策のあり方を左右することを示し、そのリスクコミュニケーションの重要性

を支持する結果を得たため、原著論文としてこれら成果を公表した。また、同調メカニズムを数

理モデルに組み込み、その影響を理論的に解明するという成果を得られた。マスクの効果に関す

る系統的レビューを行った後、マスク着用に関する対策のコミュニケーションが如何に鋭敏に死

亡リスクに直結するのかを明らかにした。さらに、マスク着用の習慣化に関する社会横断的サー

ベイを通じて、年齢や場所ごとのマスク着用の異質性の解明、諸外国におけるマスク着用率の推

移と諸外国との比較を通じて、上記の成果は政策決定者や今後のパンデミック時のロジスティッ

クスに多大な影響を与えるため、文献上の科学的根拠として極めて重要な役割を果たす。 

(2)科学コミュニケーションのあり方、科学的助言の体制作りに関する検討 

本課題では、科学に関する情報を社会全体に適切に伝えて、専門家と非専門家がお互いに話し

合える環境作りを目指す“科学コミュニケーション”の考え方に基づいて、書籍化が進行中であ

る。得られた成果は、パンデミック中の科学コミュニケーションにおける日本の課題点をあぶり

出し、あるべき解決策について多大な示唆を与えるものである。得られた成果はパンデミック下

において政府機関ならびに科学コミュニケーションに関わる全ての者に影響を与える。 
科学的助言の体制作りに関する検討では、既に自明である問題点で明記されたこととして、

(1) スポークスパーソンの必要性、(2) 政策決定の経過公開、(3) 政治家の役割と責任、(4) 報

道陣の責任について科学技術ジャーナリスト会議からの提言として取りまとめが行われている。

これらに加えて、我々研究プロジェクトが提案する科学的助言のあり方について詳述した。わが

国の専門家の位置付けおよび政治と行政の関係下のオペレーションにおいて鍵となる点について

提言としての取り纏めを実施した。 

(3)社会での対策の合理化・最適化の実現 

 本課題では、マスク着用などの感染対策の習慣化の可能性と課題を明らかにし、国際比較研究

を通じて同調が感染対策や流行動態に与える影響を定量的に解明するとともに、同調と習慣化が

流行動態に与える影響について検討に取り組んだ。マスク着用の研究では、社会的規範への同調

（conformity to social norms）が、マスク着用にとってもっとも重要な理由であることを再確

認した。マスク着用が自己判断化されて数か月以上が経過した後でも、またマスクを全く着用し

ていない調査参加者はわずか 4.9％であり、多くの人々が社会的規範に従ってマスク着用を継続
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していることが明らかにされた。屋内よりも公共交通機関利用中の着用において高い習慣度が示

され、日常生活を送る上での習慣の一部となっている実態が示された。また、社会文化規範は

COVID-19の伝播に大きな影響を及ぼし、流行の早期制御や新しい生活様式の定着に寄与し得る

ことが示された。法的制限や罰則を検討する際には各国の社会文化的背景を考慮するとより実効

性の高い対策がデザイン可能であると考えられた。同調の強さによって最適な対策は異なること

が示唆され、今後のパンデミック対策を構築する上で鍵となる社会文化的要因との付き合い方の

ガイドラインの根拠に位置付けられる成果を得た。同策定に関わる全ての者に国境に分け隔てな

く影響を与える結果が得られた。 

 

3-2．実施項目ごとの結果・成果の詳細 
3-2-(1)-①．要請に基づく流行対策の評価・因果推論 
・流行評価に関する分析/緊急事態宣言の効果（人口レベルのインパクト）に関する因果推論 

「日本での COVID-19 パンデミック初期における公衆衛生 ･ 社会的対策 (PHSM) の効果検証」 

背景： 

日本においては COVID-19に対する公衆衛生・社会的対策(PHSM)として、緊急事態宣言の発出

や、その他の移動制限が行われてきた。たとえば、2020-21年には”hammer (強力な流行制御

策) and dance(制御策の緩和)”を繰り返すことによって、特にパンデミックによる医療機関の

機能不全を阻止するというアプローチが取られてきた。流行が急速に拡大するときは強力な流行

対策による伝播制御が”hammer”、医療機関の機能が十分に保たれる水準まで流行が下火になっ

た際の対策緩和が”dance”という具合である。このような背景の中で、COVID-19の流行動態

と、夜間繁華街での滞留人口の正相関は先行研究で示されてきた。本研究においてはこの背景を

踏まえ、日本において COVID-19 の流行を抑制するのに PHSMがどの程度有効だったかを検証する

ために、流行の各波毎に「もし対策がなされなかったら」という反実仮想シナリオと現実の流行

の対比を通じて、疫学的に PSHM の効果を検証した。 

方法： 

本研究では、週毎に集計された GPS情報に基づく東京都と大阪府の夜間繁華街滞留人口データ

を用い、各時点での流行動態の指標となる実効再生産数を予測するモデルを構築した。実効再生

産数の予測モデル式は式（1）の通りである： 

𝑅𝑅𝑘𝑘,𝑖𝑖  =  𝛼𝛼𝑖𝑖 + 𝛽𝛽𝑖𝑖 log(𝑛𝑛𝑘𝑘−1) + 𝛾𝛾𝑖𝑖  𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 �
𝑛𝑛𝑘𝑘−1
𝑛𝑛𝑘𝑘−2

�. (1) 

式（1）において、左辺の R_(k,i )が流行波 iにおける週 kでの実効再生産数を指し、n_(k-1)

が週 k-1 における夜間繁華街滞留人口である。具体的には、流行動態を 0-19, 20-39, 40-59, 

60歳以上の 4つの年齢群同士で COVID-19を互いに伝染させあう流行モデルを次世代行列モデル

として記述することで、年齢ごとに異なる社会的な接触のパターンを反映した。この次世代行列

の最大固有値の相当する実効再生産数が、式（１）により次世代行列モデルに外挿されるという

のがモデルの骨格である。上記の次世代行列モデルは、大阪府と東京都における 最初の 3つの

流行波の確定症例データに適合させることで、式（１）のパラメータを推定した（図 3）。 

 
図 3．夜間繁華街人口を用いた実効再生産数および流行曲線の再現 

 

COVID-19の確定症例データについては、東京都では、第 1波・第 2波・第 3波の研究期間は
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それぞれ 2020年 2月 9日〜5月 23日、5月 24日〜9月 19日、9月 20日〜2021年 2月 27日で

あった。一方で、大阪府では、第 1波・第 2波・第 3波に対応する研究期間はそれぞれ 2020年

2月 23日〜6月 13日、6月 14日〜10 月 10日、10月 11日〜2021年 2月 27日であった。モデル

の適合度は、推定されたパラメータとその 95%信頼区間を用いて実際の流行曲線を再構築するこ

とにより検証した。次に、同じ疫学週における 2019年の夜間人口データを反実仮想シナリオと

して用い、PHSM が存在しなかった場合の COVID-19の感染動態を構築した。反実仮想シナリオの

感染者数に対しては、実際に観察された年齢群ごとの致死リスクを適用し、反実仮想シナリオで

の死亡数を算出した。主要な仮定に対する感度分析も行い、モデルの頑健性を評価した。 

結果： 

人口 1,380万人の東京都において、反実仮想シナリオの推定累積報告感染者数（死亡数）は、

第 1〜第 3波でそれぞれ 215万人（57,018人）、84万人（4,361人）、121万人（17,100人）で

あった（表 1）。報告感染者数は観察値の第 1波で 420倍、第 2波で 42倍、第 3波で 14倍に達

した。一方、大阪では、2020 年時点の人口約 850万人に対して、反実仮想シナリオにおける推

定累積報告症例数（死亡数）は、第 1〜第 3波でそれぞれ 147万人（71,525人）、92万人

（13,589人）、75万人（18,814人）となった。これらの推定症例数は、観察された値と比べて 

第 1波で最大 814 倍、第 2波で 99倍、第 3波で 21倍に相当した（図 4）。 

 

表 1. Counterfactual cumulative cases and deaths during the first three epidemic waves in Tokyo and 
Osaka. Ratio of impact = Counterfactual: Observed 

 

 
図 4. Comparison of counterfactual cumulative cases and observed cumulative cases during the first 
three epidemic waves in Tokyo and Osaka. CI: confidence interval 
 

考察： 

東京都と大阪府における最初の 3つの COVID-19流行波では、緊急事態宣言を含む移動制限を

伴う PHSMが、流行規模と死亡を大幅に抑制する効果を持っていたことが示されただけでなく、

COVID-19流行期および非流行期の夜間繫華街滞留人口という GPS由来データを用いてデータ駆

動的に反実仮想シナリオを検証し、PHSM の効果を評価できたことが画期的であった。 

本研究の限界を以下に述べる。第一に、3つの反実仮想の流行波はそれぞれ独立にシミュレー

ションされており、各シミュレーション期間（52週＝1年間）は任意に設定されている。第二

に、野生株 SARS-CoV-2の自然感染による免疫反応を簡略化し、同一波内で再感染は起こらない

こと、及び、以前の波での感染によって免疫獲得はないことを仮定した。第三に、本解析では空
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間的な相互作用（例：他府県や国外からの感染者の出入り） を考慮していない。第四に、流行

波の初期期間や年末年始の時期では、実際の疫学データから推定された実効再生産数 を使用し

た。第五に、反実仮想シナリオでは 2019 年の夜間人口データのみを用いた。 

2020年の夜間繁華街人口が 2019 年と同等だった場合には、東京都及び大阪府において、現実

の報告数よりもはるかに多くの COVID-19の感染者数と死亡者数が生じた可能性が示された。人

の移動を捉えるデータを用いた実効再生産数の予測が、移動制限を伴う PHSMによる COVID-19流

行動態への抑制効果を推定する上で不可欠であることが示された。本研究成果は原著論文として

Epidemiology and Infection 誌に提出中であり、2回目の Revision済み原稿を提出したところ

である。 

政策のための科学としての考察： 

 緊急事態宣言の効果推定を実施することで政府機関と学術界の引用が期待される。前者におい

ては今後のパンデミック行動計画を策定する上で対策に期待される成果の見積もりに繋がり得る

極めて重要な成果となった。出版後、国民との科学技術対話での話題にも取り上げる所存であ

る。 

 
・流行評価に関する分析と論文執筆・出版 

 以下 2 つの原著論文を出版した。1 つ目のクラスタリングのリスク推定では、日常生活の場面

ごとにクラスター発生確率の違いを推定した。例えば、同じ飲食店でもアルコール提供やカラオ

ケ設備、異性による接待でリスクが増大する様を定量化して提示した。これは夜間繁華街での飲

食店対策はカスタマイズした対策であることを裏付ける結果となった（Ueda et al. Viruses 
2023）。 
 2 つ目の論文では早期診断と早期治療が重要であることの因果推論を実施した。例えば、2020
年第 1 波における「おうちで治そう」では発病後 4 日間は自宅待機することを推奨していたが、

同方針が 5 月上旬に中止となって治療薬が認可されて以降に致死率が低下したことを示した

（Amemiya et al., Scientific Reports 2023）。 
 
・積極的な研究成果の紹介 

 出版前ではあるが緊急事態宣言の効果について学会の招待講演・特別講演や市民シンポジウム

等で発表し、その科学コミュニケーションについて乗り出すことを始めた。例えば、以下は日本

内科学会総会・講演会でのシンポジウムが記事化されたものであるが、記事化されることによっ

て流行対策評価が効果的に伝達されるよう工夫した。 
M3 医療維新レポート 2023 年 4 月 15 日 (土) 「ワクチン接種なければ 36 万人死亡も、京大・

西浦氏」 https://www.m3.com/news/open/iryoishin/1133025 
 
・プログラム全体を代表したアウトリーチ：これまでの政策と科学の相克 

 森田朗・東京大学名誉教授との対談とそれを通じたこれまでの政治と科学の関係に関する問題

をまとめる機会を得ることができ、以下のように科学技術振興機構の Website（RISTEX の

Policy door）を通じて掲載いただいた。加えて、本プロジェクト遂行中に第 2 回目となる Policy 
door の対談をさせていただき、同原稿の取り纏めについて 2025 年 11 月までに作業を完了し

た。 
【対談】コロナ禍の現場で見た「政策と科学」の相克（第 1 部） 
現状は科学的な判断と国民の願望の平衡点を探っている段階

https://www.jst.go.jp/ristex/stipolicy/policy-door/interview-06-1.html 
【対談】コロナ禍の現場で見た「政策と科学」の相克（第 2 部） 
危機の中では科学的情報も「百家争鳴」の状態に 
https://www.jst.go.jp/ristex/stipolicy/policy-door/interview-06-2.html 
 

3-2-(1)-②③ 同調・呼び掛けに関するモデリング、要請ベースの政策に係る提言書の作成 
同調に関するモデリング研究では、「マスク着用を自己判断化」した政策決定によって与えら

れた疫学的インパクト（感染者数や死亡者数の増加）について十分な因果推論を行い、その研究



11 
 

成果を国際誌に発表した。その代表的研究である以下についてまず詳述する。 

「日本においてマスク着用の推奨停止が COVID-19流行動態に及ぼした影響の疫学的評価」 

背景： 

COVID-19の流行開始以降、各国で個人レベルの感染予防策が実施された。マスク着用など一

部の対策が義務化されることもあったが、それは 2022年後半に多くの国で停止された。わが国

ではマスク着用の推奨が行われてきたが、予防接種後の緩和の中で 2023年 3月 13日に政府は着

用を個人の判断に変更することを決定した。その後も COVID-19は再帰的な流行を起こしてい

る。日本における推奨の停止によって、個人の予防行動がどのように変化し、また、それが

COVID-19の流行動態に影響を与えたか、定量的な評価はなされていない。本研究の目的は、マ

スク着用の推奨停止がその後の国内の COVID-19流行動態に及ぼした影響を定量的に評価するこ

とである。 

方法： 

研究対象期間は 2022 年 10 月 3日から 2023年 11月 7日とし、その間に国内の流行第 8波・第

9波が起こった。この期間の国内のマスク着用割合と、新規患者数のデータを収集した。新規患

者数は、東京都が公開している毎週の定点報告患者数（年齢群別）を使用し、20歳階級 4つの

年齢群（0から 19歳、20から 39 歳、40から 59歳、60歳以上）の別で新規患者数のモデル化を

実施した。平均世代時間を 3.5日と仮定し、各週の実効再生産数をパラメータとして推定可能な

数理モデルを構築し、週別の実効再生産数を推定した。次に、マスク着用割合が実際と異なった

場合を仮定し、それが実効再生産数の推定値に及ぼす影響を定量化することで反事実シナリオを

検討した。アウトカムとして、2023 年 3月以降の第 9波における年齢群別の感染者数と死亡者

数を検討した。 

結果： 

公表された国内の調査結果から、マスク着用割合は推奨停止の発表後、経時的に低下していた

（図 5）。この低下の模様が指数関数に従うと仮定し、収集したデータから得られた観察値に基

づき、対象期間中のマスク着用割合の推移を計算した。国内のマスク着用割合は、2022年 10月

3日開始の週の 97%から、2023年 10月 30日開始の週に 69％へ低下した、という結果が得られ

た。 

 

図 5.調査期間中のマスク着用割合の推移 

 

シナリオ分析の結果を次に示す（図 6）。東京における第 9波の患者数を基にした観察値の累

積感染者数 192万人に対し、2022年の着用割合が維持された場合の累積感染者は 171万人に減

少した。また、マスク着用割合が観察値の 25%相当で推移したシナリオでは 268万人へ増加し得

たと推定された。 
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図 6. 各週の年齢群別感染者推定値と反事実シナリオ感染者数 

累積死亡者数は、観察値が 4,000 人程度であったのに対し、2022 年の着用割合が維持された

場合は 3,600 人程度に抑制され、マスク着用割合が観察値の 25%で推移したシナリオでは 5,600

人程度になり得たと推定された（図 7）。 

 

図 7.シナリオ別累積死亡者数の推定値 

考察： 

日本において推奨停止によって起きたマスク着用行動の変化が、その後の感染動態に与えた影

響を定量的に示した。数理的分析による政策判断の支援は、未来の公衆衛生危機において有用と

なる可能性がある。本研究成果は Infectious Disease Modeling誌（2024）に原著論文として掲

載した。 

政策のための科学としての考察： 

 日本においては政府の判断により、感染症法上の緩和時期にマスク着用に関しては「自己判断

とする」ことが明示的にアナウンスされ、それは社会的には緩和の象徴の 1つとなった。習慣化

という当初の目標は政策的意思によって達成できなかった。しかし、その中で科学的情報発信の

責務として、自己判断化した場合とそうでない場合の流行インパクトを明示することを達成し

た。 
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「ワクチン導入前時期における COVID-19流行に対するマスク着用の効果推定」 

背景： 

 COVID-19に対する疾病特異的な感染対策が確立する前の 2020年前半、世界中で様々な非特異

的対策が政策導入された。それらの中でも、マスク着用は重要な個人予防策として流行初期から

多くの国で推奨もしくは義務化が行われた。本研究の目的は、複数の国・地域を対象に、ワクチ

ン導入前の感受性人口が大半を占める時期において、マスク着用の効果（感染や死亡の回避数）

を評価することである。 

方法： 

2020年 1月から 2021 年 3月を解析対象期間とし、ヨーロッパ、アジア、オセアニアにおける

時系列のマスク着用割合と疫学データの両方が得られた複数国を対象に分析を実施した。対象国

の年齢群別の日別新規患者数、月次または年次の死亡数、マスク着用割合を収集した。これらの

データから年齢構造化数理モデルを用いて実効再生産数を推定した。モデルの定量化後、観察さ

れたマスク着用割合と異なる値をモデルに代入した仮想的流行の数値計算により、「マスク着用

がより早期から高値であった」、もしくは、「マスク着用推奨が行われず着用割合が上昇しなかっ

た」といった反事実の流行曲線を構築した。観察値と反事実シナリオの流行曲線を比較し、マス

ク着用による感染者数抑制効果を評価した。 

結果： 

現在までに、アジア・オセアニアの 7か国、ヨーロッパ 9か国、合計 16か国について解析対

象期間のデータを得られ（図 8）た。ここでは、アジア・ヨーロッパから 3か国ずつ、計 6か国

についての暫定的な結果を提示する。時系列のマスク着用割合は、対象国全ての国で時刻ととも

に上昇した。アジア諸国は欧州諸国に比べ、マスク着用割合が高い傾向であった。 

 
図 8. 調査期間中の国別マスク着用割合の推移 

 

構築した数理モデルを用いて、反事実シナリオごとの新規感染者数と観察値を比較した（図

9）。マスク着用割合が現実よりも高い値で推移したと想定したシナリオ 1では、推定新規感染者

数は観察値の半数以下に大幅に抑制された。他方、マスク着用割合が 2020年以前の水準から上

昇しなかったと仮定したシナリオ 2では、すべての国でより早期から感染者数が大幅に増加する

流行を認め、対象期間中に各国で人口の半数近くが感染し得た可能性が示唆された。 

考察： 

各国の推奨や義務化によりマスク着用割合は上昇し、その効果として極めて多くの感染者数を

抑制した可能性が示唆された。特に、予防接種等による免疫を獲得していない集団においては、

個人予防策が呼吸器感染症の流行抑制に大きな役割を果たすものと期待される。現在までに、マ
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スク着用割合を年齢別に細分化し、より詳細な解析を継続している。 

政策のための科学としての考察： 

 同調圧力によるマスク着用が進んだことを本プロジェクトでは明らかにしてきたが、その中

で、同調を契機にしようとも著しい数の命がマスク着用によって大きく左右されたものと考えら

れた。同調という社会心理の陰な部分だけでなく、着用の人口インパクトも定量化して明示する

ことで、今後の対策のあり方についてバランスの取れた知見を政策策定者等に科学的エビデンス

として提供したことに位置付けられる。 

 

 
図 9. 国別新規感染者数推定値 

 

・要請ベースの政策に係る提言書の作成 

科学コミュニケーショングループ（チーム②）が中心となって俯瞰的事実を元にした科学コミ

ュニケーション専門家との会合を通じた成果を得た。本研究プロジェクトにも主要構成員のいる
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日本科学技術ジャーナリスト会議 (JASTJ)の有志として発信を実施した。2024 年科学ジャーナ

リスト賞受賞作「1100日間の葛藤 新型コロナパンデミック専門家たちの記録」の著者である尾

身茂氏と、次のパンデミックに向けた報道とコミュニケーションのあり方について議論を行い、

以下のような基本的提言がまとめられた。あくまでも、次の点は既に自明な問題点の明記に位置

づけられる。そのため、本プロジェクトでは以下に加えて、我々研究プロジェクトが提案する科

学的助言のあり方について 3－3に詳述する。 

『 提言１：スポークスパーソンの必要性 

尾身さんのようなスポークスパーソンは必要で、政府が責任をもって養成して即応できるよう

にしておくべきだ。 

提言２：政策決定の経過公開 

政府・専門家は議論の過程をオープンに説明すべきだ。COVID ｰ 19パンデミックの対応につい

て本格的な検証作業に取り組むべきだ。 

提言３：政治家の役割と責任 

政治家は「決める」だけでなく「理由を説明する」責任も負う。パンデミックの際は「情報の

不確実さの程度」も伝えるようにする一方、国民は不確実さについて理解しよう。 

提言４：報道陣の責任 

今回の報道の仕方を省みるとともに海外事例を集めて分析し、メディアは自律的に「パンデミ

ック時の報道の手引き」をつくるべきだ。』 

 

3-2-(2)- ①② 海外類似事象の調査、COVID-19関係者への取材 

・研究プロジェクト内におけるスコーピングレビュー 

 同志社大学・野口グループに加えて京都大学の西浦が頻繁にコミュニケーションをすることで

調査内容とする中心的課題の収斂を図り、また、研究チームとしての親睦を深めた。特に、本プ

ログラム事務局のご支援をいただき、早稲田大学・田中幹人教授とのミーティングや社会科学的

方法論に基づく研究の展開に関するアドバイスをいただいた。 
・出版物を通じた科学コミュニケーションへの展開 

 科学コミュニケーショングループ（チーム②）が中心となり、渡辺政隆が共著となって『知の

統合は可能か―パンデミックに突き付けられた問い』（時事通信社、瀬名秀明、渡辺政隆、押谷

仁、小坂健）を出版し、新型コロナウイルス感染症に係る科学コミュニケーションにまつわる問

題や関連する課題について対談形式で解説した文書を出版物として残す機会を得た。特に、その

一部は以下のように時事通信社報道として報告され、科学が社会の中で活用される道筋の重要性

について記述する機会を得た。 
＜瀬名秀明×渡辺政隆＞パンデミックは、科学なしでも科学だけでも解決できない 
https://www.jiji.com/jc/v4?id=20230331booknavi0220001 
・COVID-19 関係者への取材 

さらに、科学コミュニケーショングループ（チーム②）が中心となって当事者の聞き取りを行

う形で、リスク・メディアコミュニケーションのパンデミック中の Struggle について問題点を

把握する目的で、情報発信の詳細を調査した。科学に関する情報を社会全体に適切に伝えて、専

門家と非専門家がお互いに話し合える環境作りを目指す“科学コミュニケーション”の考え方に

基づいて企画立案実行した。コロナ禍における“科学情報の伝達”に着目し、「科学情報が伝わ

っていった現場の実態」と「今後に向けた より良い体制作りへの道筋」を、当事者へのインタ

ビューを通して明らかにすることを目的とし、以下の構成の書籍を執筆するに至った。感染症数

理モデルグループ（チーム①）と協力する形で当事者との取り次ぎを実施し、聞き取りを行う形

で、平時では、学術論文によって世に発信された科学の一次情報が、メディアなどを通した解

釈・編集を経て二次情報として広く発信され、時間をかけて幅広い層の一般市民へと行き届けら
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れる。コロナ禍において、現場レベルではどのような混乱や葛藤があったのか、それは何かを変

えることで改善の余地があるものかについて探る試みである。 
書籍 
「科学的助言を行い、呼び掛けを行う主体はどこであるべきか。科学的情報の発信についてガ

イドラインなど一定のルール作りを行うことは可能か？」という問いに対する回答を導くため

に、コロナ禍の渦中において科学情報伝達を担ったキーパーソン 7 名へのインタビュー調査を

実施し、書籍『コロナ禍・誰が何を伝えたか —— つらくない感染症対策のためのサイエンスコミ

ュニケーション（仮題）』（東京化学同人、2026 年 2 月刊行予定）にまとめた。本書は日本科

学技術ジャーナリスト会議の有志による提言＊の一部に対して応えることができる内容である。 
目 次 （案） 
はじめに 
第１章 テレビ報道の現場から——放送記者 庭野めぐみ 
第２章 臨床医のテレビ奮戦記——臨床医 松本哲哉 
コラム 日本社会と民放テレビ、ニワトリとタマゴ 桝 太一 
第３章 ソーシャルメディアの顔になる——感染症医 忽那賢志 
第４章 情報空間のファクトチェック——ファクトチェック・イニシアティブ理事 藤村厚夫 
第５章 新聞はどう立ち向かったか——科学記者 田中泰義 
コラム 1000 本の社説の向こう側 元村有希子 
第 6 章 専門家会議の情報発信——医療社会学者 武藤香織 
コラム 感染症専門家とメディアの勉強会 武藤香織 
第７章 ウイルス研究の最前線から——ウイルス学者 河岡義裕 
第８章 パンデミック対策の最前線から——感染症学者 押谷 仁 
コラム 「一次情報」が一次情報でなくなるのがパンデミックだった 野口範子 
第９章 パンデミック時のサイエンスコミュニケーション 
——野口範子、渡辺政隆、元村有希子、桝太一 
編集後記 
コロナ禍のおもな出来事に関する年表 

 
3-2-(2)-③④ 発信された情報の拡散データの取得・解析、行動変容データの取得・解析 

社会調査１「COVID-19ワクチン接種行動と COVID-19関連情報の関連」 

科学コミュニケーショングループ（チーム②）が中心となって社会調査を実施し、感染拡大を

防ぐ行動を促すための適切な方法を明らかにすることを目的として、人口の 85％以上がワクチン

接種を終えた後に、COVID-19ワクチン接種行動と COVID-19関連情報との関連を調べた。 調査対

象は、東京都在住の日本人 2000 名を参加者として募集した。過去のワクチン接種状況と、9種

類の情報媒体、7種類の情報提供者、4種類の情報内容が「どの程度自分に影響を与えたと思うか」

についてオンライン調査フォームで回答を収集した。主観的な影響の受けやすさを評価し、順序

ロジスティック回帰分析を実施した。さらに、独立変数の標準化偏回帰係数を算出した。 

その結果、参加者は「いずれの COVID-19 情報からも強い影響を受けているとは思っていない」

ものの、20 の変数のうち 9 の変数でワクチン接種との有意な正の関連が、7 の変数で有意な負

の関連が認められた（表 2）。独立変数と性別の交互作用を含む回帰分析では、ワクチン接種と有

意に関連したのは女性における日常会話の主観的影響だけだった。単純傾斜分析の結果、この正

の関連は男性より女性で強いことが示された。得られた結果は、感染症数理モデルグループ（チ

ーム①）と論文執筆前の段階で共有し、予防接種行動の決定要因の既報文献の知見と照らし合わ

せてフィードバックを行った。 
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表 2． Association between information media and 
COVID-19 vaccine uptake among Tokyo residents.  

 

Values in brackets indicate 95% confidence intervals. β, 

standardized partial regression coefficient; OR, odds ratio; 

VIF, variance inflation factor. 

 
 
 

表 3． Association between information sources and 
COVID-19 vaccine uptake among Tokyo residents. 

 
experts 1 (medical doctors, president of medical 

association) ; experts 2 (Novel Coronavirus Expert 

Committee, Advisory Board). 
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また、各独立変数と年齢の交互作用を含む回帰分析では、ワクチン接種と新聞、SNS、都道府県

知事、家族・親戚、アクセスのしやすさ、副反応、供給見通しとの間に有意な関連が認められた。

単純傾斜分析では、新聞の主観的影響とワクチン接種との正の関連は高齢者（69歳以上）でのみ

確認され、都道府県知事の影響は若年層（32歳以下）より高齢者で有意に強かった。一方、家族・

親戚による信頼できる情報は、若年層でのみワクチン接種と正の関連を示した（表 3）。 

SNS の主観的影響およびワクチン接種、アクセスのしやすさとワクチン接種、それぞれの負の

関連は高齢者でのみ認められ、副反応の影響も含め、若年層より高齢者で有意に強かった。これ

らの結果は、COVID-19 の流行期において、東京都民にワクチン接種を促すための適切な情報提供

には、年齢と性別の違いを慎重に考慮する必要があることを示していると考えられた。本研究成

果は、2023 年に Vaccine X誌に原著論文として掲載した。 

政策のための科学としての考察： 

 COVID-19の予防接種の情報源は年齢によって大きく異なることから、今後の科学コミュニケー

ションにおいても年齢と内容に応じて戦略的な広報や双方向対話を図ることが望まれることを専

門家・行政のそれぞれに明らかにした。 

 

社会調査 2「3密回避行動と COVID-19 関連情報への信頼の関連」 

科学コミュニケーショングループ（チーム②）が中心となって社会調査を実施し、国民の予防

行動に影響を与える情報源を明らかにすることを目的として、3つの密（密閉、密集、密接）を利

用する頻度と、COVID-19 に関する情報への信頼との関連についてインターネット調査を実施し

た。東京の住民 2000 名と大阪の住民 2000 名を対象とし、 2024年 4月にオンラインによる回

答を収集した。調査対象時期は最初の緊急事態宣言発令からコロナ感染症が５類に移行するまで

の期間とし、質問は緊急事態宣言下およびそれ以外の期間についてそれぞれ行った。多重回帰分

析や媒介分析により下記の点が明らかとなった。 

緊急事態宣言がない期間には、3つの密を利用する頻度と家族・親戚への信頼との間に負の関連

が、また日常会話への信頼との間に正の関連がみられた。3つの密に関する不安は、医療専門職、

家族・親戚、テレビ（TV）の 3つの情報源への信頼と正の関連を示した。 

一方、緊急事態宣言期間中には、3つの密を利用する頻度と信頼との間に負の関連、そして 3つ

の密に関する不安と、医療専門職、家族・親戚、テレビ（TV）の 3つの情報源への信頼との間に

正の関連がみられた。さらに、タレント、週刊誌、SNSへの信頼と、3つの密を利用する頻度に正

の関連がみられた（表 4）。 

媒介分析の結果、医療専門職、家族・親戚、そしてテレビへの信頼が 3つの密に関する不安

を増加させ、緊急事態宣言下では 3つの密を利用する頻度が低下することを示した。得られた

結果は、感染症数理モデルグループ（チーム①）と論文執筆前に共有した。以下に要約される。 

1. 緊急事態宣言発令中の方が発令されていない時と比べて、情報源への信頼度と感染への抵抗

感や３密行動回避の関係性が顕著に現れる 

2. 緊急事態宣言発令中において、感染への抵抗感は、東京都に比較して大阪の自治体への信頼

の影響が大きい（ただし、３密回避行動に繋がるわけではない） 

3. 緊急事態宣言発令中において、人々の感染への抵抗感をあげ、３密行動回避を促すために

は、テレビを介して医療従事者が情報を発信し、それを家族間で共有することが有効である 

政策のための科学としての考察： 

 予防接種でなく非特異的対策を研究対象として調査した結果、医療専門職の果たす役割の重要

性について明らかにすることができた。実現性はともかく、「テレビを介する医療従事者の発信」

を家族間で共有すると緊急事態宣言の実効性が高く維持されるものと考えられ、それを後ろ向き

のリコールを伴う横断調査とは言え明らかにできたことは、事後評価研究の一環として行政等に

対して大きなインパクトを有する研究成果となったと考えられる。 
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表 4． Causal mediation analyses between trust in information source, concern (reluctance/anxiety) 
about 3Cs, and frequency of 3Cs visits 

 

1) Trust in family and relatives increases concern, reducing 3Cs visiting frequency. 
2) Trust in health professionals increases concern, reducing 3Cs visiting frequency. 
3) Trust in family and relatives increases concern, reducing 3Cs visiting frequency. 
4) Trust in TV increases concern, reducing 3Cs visiting frequency. 

 
3-2-(3)- ①②③ 習慣化の文献的レビューと事例検討、感染予防における同調の検討、数理モ

デルと心理学の協働分析 

 感染予防の社会心理学グループ（チーム③）が社会心理学の専門家としてアイデアを提供する

形で、本課題は京都大学チームとの共同研究として社会調査を実施し、分析に取り組んだ。特

に、以下のマスク着用の習慣化に関する調査結果について中心的に記述する。 
「日本における COVID-19 対策としてのマスク常時着用：自己報告式習慣指標（Self-Report 

Habit Index; SRHI）を用いた評価」 

背景：  

COVID-19 流行期には、マスク着用は感染者による有効な対策とみなされており、2次感染リ

スクの低減に寄与してきた。COVID-19 の終息期には、COVID-19 対策の格下げと社会の全面的な

再開を象徴する政策として、脱マスクが推進されてきた。日本もその例外ではなく、日本政府は 

2023 年 3 月 13 日に、屋内空間であってもマスクを着用するかどうかは個人が主体的に判断し

てよいと発表した。それにもかかわらず、日本では比較的高いマスク着用率が引き続き観察され

ている。このような状況を踏まえると、マスク着用の心理学的な理由と、その習慣化の程度を理

解することが重要である。本研究では、日本の成人におけるマスク着用率と、その心理学的な理

由を把握するとともに、マスク着用習慣の強さを測定することを目的とした。 

方法： 

インターネットを用いた横断研究調査を実施し、参加者は非ランダムに募集した。マスク使用

頻度を把握し、マスクを着用する心理的理由を調査した。回帰分析により、心理的理由とマスク

着用頻度との関連を検討した。マスクの習慣的使用については、もっとも頻繁に訪れる屋内空間

および公共交通機関を対象に、自己報告式習慣指標（Self-Report Habit Index; SRHI）を用い

て評価した。バリマックス回転を用いた主成分分析により、習慣に関する異なる特徴が抽出され

た。 

結果： 

2023 年 2 月 6 日から 9 日までの間に、合計 2640 人が調査に回答した。全体として、

83.7% の参加者が「ふだんマスクを着用している」と回答し、「まったく着用しない」と回答し

たのは 4.9% に過ぎなかった（表 5）。性別では、女性の方が男性よりもマスクを着用する頻度

が高く（「ふだん着用している」と回答した割合は女性 88.0%、男性 79.4%）、一方で、婚姻状況

による明瞭な差は認められなかった。年齢群別のマスク着用率にも有意な差は認められなかっ

た。 



20 

 
図 10.自己報告習慣指数（Self-Report Habit Index; SRHI）スコアの分布 

屋内空間および公共交通機関における各サブグループの SRHI スコア分布を示す。横軸はサブグループ、縦軸は 

SRHI スコアを表す。SRHI スコアはマスク着用習慣の強さを表し、12 から 84 の範囲をとる。スコアが高いほ

ど習慣が強いことを意味する。(A) 全参加者の屋内空間および公共交通機関における SRHI スコアの分布。(B, 

C) 性別ごとの屋内空間および公共交通機関における SRHI スコアの分布。(D, E) 年齢群別の屋内空間および公

共交通機関における SRHI スコアの分布。ボックスプロットの箱は第 1 四分位から第 3 四分位までを示し、中

央の線は中央値を表す。ひげ（whisker）は最小値と最大値まで伸びる。 

 

表 5. マスク使用頻度の分布（n = 2640）  

p < 0.0001, ** p = 0.05。検定の有意水準は α = 0.05。p 値は多項ロジスティック回帰分析（multinomial 

logistic regression）により算出した。 

 
 

マスク着用の頻度 

全くしない ときどきする 普段からしている 

n (%) n (%) n (%) 
全体 130 (4.9) 301 (11.4) 2209 (83.7) 

性別 * 
男性 82 (6.2) 190 (14.4) 1048 (79.4) 
女性 48 (3.6) 111 (8.4) 1161 (88.0) 

婚姻状況 
既婚 72 (6.0) 134 (11.2) 994 (82.8) 
未婚 58 (4.0) 167 (11.6) 1215 (84.4) 

子どもの有無 ** 
有り 51 (4.1) 156 (12.5) 1040 (83.4) 
無し 79 (5.7) 145 (10.4) 1169 (83.9) 

年齢 

20–29 29 (6.6) 40 (9.1) 371 (84.3) 
30–39 20 (4.6) 43 (9.8) 377 (85.7) 
40–49 27 (6.1) 53 (12.0) 360 (81.8) 
50–59 20 (4.6) 54 (12.3) 366 (83.2) 
60–69 18 (4.1) 44 (10.0) 378 (85.9) 
≥70 16 (3.6) 67 (15.2) 357 (81.1) 



21 

表 6. マスク着用と心理的理由との関連（n = 2640） 
変数 標準化係数 p値 

重症度の認識 0.02 (0.02) 0.41 

自己防衛の認識 0.04 (0.03) 0.15 

他者への感染予防の認識 0.02 (0.02) 0.36 

衝動性 0.05 (0.03) 0.05 

規範 0.22 (0.03) <0.0001 

安心感 0.01 (0.03) 0.59 

従属変数：マスク着用頻度。独立変数：6 つの心理的理由の変数。括弧内は標準誤差。R² = 0.10、調整済み R² 

= 0.09、二乗平均平方根誤差（RMSE） = 0.49。有意水準は α = 0.05。p 値は重回帰分析により算出した。 

 

図 10は、性別および年齢群別に層別した屋内空間および公共交通機関における SRHI スコア

の分布を示す。参加者は、屋内空間と比べて公共交通機関でマスクを着用する習慣の程度がやや

高いことを示した。マスク着用率は男性より女性で高かったが、年齢群による有意な差は認めら

れなかった。社会的規範への同調（conformity to social norms）が、マスク着用にとってもっ

とも重要な理由であった。表 6にマスク着用頻度と 6 つの心理的理由との関連を示す。 

考察： 

マスクを全く着用していない調査参加者はわずか 4.9％であり、多くの人々が社会的規範に従

ってマスク着用を継続していることが明らかにされた。年齢群別で有意な差は認められなかった

が、男性よりも女性で着用率が高かった。また、屋内よりも公共交通機関利用中の着用において

高い習慣度が示され、日常生活を送る上での習慣の一部となっている実態が示された。 

政策のための科学としての考察： 

 マスク着用が継続的に社会的規範を理由に多くの者によって着用されていることを明らかにし、

その状況は緩和後から数か月以上を経過した調査時に変わらず、着用率も比較的高く維持されて

いるという実体を明らかにできた。社会文化的特徴を通じて構築される対策が確かに存在し、そ

の陰と陽の側面其々に光を当ててあり方を考えるための科学的根拠を専門家対象に提供した。 

 
・マスクの効果に関する系統的レビュー 

 新型コロナウイルス対策として行われるマスクの着用の有効性について、西浦が代表報告者と

なって厚生労働省アドバイザリーボード（2023 年 2 月 8 日開催分）で科学的知見をまとめた資

料を報告した（図 11）。同知見は 2 月 10 日に開催された基本的対処方針等分科会でも参考資料 

図 11.厚生労働省アドバイザリーボードに提出した資料 
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として添付され、改定された基本的対処方針でも今後の対策でこうした知見を踏まえるものとさ

れた。新型コロナウイルス感染症は発症前の潜伏期間におよそ半数の感染が起き、症状が出ない

人からも感染が広がりやすいことが知られている。その上で、各国の研究 21 件を解析した結果

では、マスク着用がコミュニティ全体で推奨された場合は、新規感染者数や入院患者数、死者数

を減少させる効果があることが示唆されたことを示し、また、アメリカの研究では、マスクの着

用者が 10％増えるとそうでない場合に比べて 3.53 倍、流行が制御しやすくなると推定されたこ

とを報告した。また、科学的知見に加えて、卒業式などの式典におけるマスク着用に関する専門

家としての見解（判断をする際のポイント）についても同時に報告した。 
マスクの有効性に関する科学的知見（厚生労働省資料、西浦博ら） 
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001055263.pdf 
これからの身近な感染対策を考えるにあたって（第２報）（厚生労働省資料、齋藤智也ら） 
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001055277.pdf 
 同報告は社会の関心事であることから、以下の報道などで取り上げられた。 
マスク緩和 個人判断 3 月 13 日から 着用が効果的な場面と有効性は（NHK、2023 年 2 月 13
日） 
https://www.nhk.or.jp/shutoken/newsup/20230213b.html 
政策のための科学としての考察： 

 政治判断によってマスク着用が自己判断と決定される前に、マスク着用の有効性に関する科学

的見解に関して誤解がないよう個人レベルと人口レベルのそれぞれで纏めることで発表を実施し

たことに位置付けられる。マスクの有効性に関して国民および政府を対象に広くコミュニケーシ

ョンに取り組んだ成果である。 

 
「COVID-19 の 2 次感染の詳細と社会文化規範の相関関係に関する包括的解析」 

背景： 
世界各国で様々な COVID-19 対策が実施されたが、非特異的対策の一環として新しい生活様

式が提唱された。国ごとに社会文化規範が異なり、流行の被害規模も国ごとに大きく異なる結果

を認めてきた。本研究の目的は、国単位で 2 次感染と文化的な窮屈さの指標との相関関係を出来

る限り系統的に明らかにすることである。感染予防の社会心理学グループ（チーム③）から着想

を得て、感染症数理モデルグループが具体的に疫学的内容を分解整理する形で分析を実施した。 
方法： 

各国の実効再生産数（Rt）を時系列で推定するために、ワクチンの効果が国レベルで広範に波

及していない期間である 2020 年 2 月 1 日から 2021 年 3 月 31 日のデータを対象とした。分析

には Our World in Data が提供する COVID-19 関連のデータセットを用いた。診断バイアスの

影響を最小化するため、新規死亡者数の時系列データを用いてそれを基に新規発病者数を逆計算

して用いた。推定された発病日別データから実効再生産数（Rt）を推定した。得られた Rt の変

化（流行中にみられた最大値、増減度や制御に要する時間など）について、第 1 波と第 2 波にお

いて国別に検討した。これらの疫学指標と文化的窮屈さを示す指標（Cultural Tightness-
Looseness Scale：CTLS）との相関関係を個別に検討した。文化的窮屈さを示す指標（CTLS）
とは、各国の文化的窮屈さを数値化したもので、その国の文化的窮屈さを反映している。高い値

ほど文化的窮屈さが強いことを示す。 
結果： 

第 1 波における Rt の最大値や制御に要する日数は CTLS との間にそれぞれ負の相関関係を認

めた（図 12 左上）。一方で第 1 波における Rt の減少度や減少速度は CTLS との間にそれぞれ正

の相関関係を認めた（図 12 の左上以外のパネル）。 
新しい日常生活が推奨されていた第 1 波と第 2 波の間における Rt の平均値と第 1 波と第 2 波

の間において Rt が 1 を上回る日数は CTLS との間に負の相関関係を認めた（図 13 左および

中）。また第 1 波と第 2 波の流行間の時間間隔と CTLS との間に正の相関関係を認めた（図 13
右）。 
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図 12．世界各国における社会文化的規範と COVID-19 の実効再生産数の関係 

 

 
図 13．世界各国の第 2 波における社会文化的規範と COVID-19 の実効再生産数の関係 

 
一方、第 2 波における期間と CTLS の間には負の相関を認めた。第 2 波における Rt の最大値

と CTLS の間には正の相関を認めた（図 14 左）。第 2 波における傾向は、第 1 波や流行間期間

に比べて一貫性が低く、時間的変化や政策変更の影響を考慮する必要がある（図 14 右）。 

 
図 14．第 2 波における社会文化的規範と流行動態との関係 

 
考察： 

社会文化規範は COVID-19 の伝播に大きな影響を及ぼし、流行の早期制御や新しい生活様式

の定着に寄与すると考えられた。法的制限や罰則を検討する際には各国の社会文化的背景を考慮
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するとより実効性の高い対策がデザイン可能であると考えられる。 
政策のための科学としての考察： 

 これらの分析が示唆するのは、同調の強さによって最適な対策は異なる、ということである。

他方で、同調が強い国では同調に頼れば良いという訳ではなく、こういった分析結果を踏まえて

どのような落とし穴に陥りやすいのかを分析した上で政策実装のあり方を検討する必要があるこ

とを示唆している。 
 

3-3．今後の成果の活用・展開に向けた状況 
まず、本プロジェクトの直接的貢献として、研究成果の展開の以前に極めて積極的に科学コミ

ュニケーションに乗り出したことを強調しておきたい。プロジェクト開始から半年程度が経過し

た 2023 年前半、マスク着用が個人判断に委ねられ、また、類型が５類に移行した。そうした変

化に対し、今後も一定の警戒が必要であるという注意喚起のリスクコミュニケーションの意を含

め、メディアインタビューなどを介してリスク評価の伝達に積極的に取り組んだ。以下に事例を

挙げる。アウトリーチ面で飛び抜けた成果が得られているのは本課題に特有のものである。 

【科学的見解に基づくもの】 

・コロナ５類移行後「定点把握」で流行監視どうなる？（NHK、2023年 4月 12日） 

・新型コロナ、５類移行へ 「インフル並み」なら安心か（日本経済新聞、2023 年 4月 14日） 

・パンデミックの先に コロナは流行繰り返す「エンデミック」へ 西浦博氏が鳴らす警鐘（毎

日新聞、2023年 5月 5日） 

・パンデミックの先に 「命奪うのに最適に進化」 西浦教授がいまだ恐れる新型コロナ（毎日

新聞、2023 年 5月 5日） 

・新型コロナ５類移行 普通の風邪にはなお時間 変異株発生に警戒を【表層深層】（あなたの

静岡新聞、2023 年 5月 8日） 

【アクションリサーチとしての当事者としての所見、見解の表出】 

・第９波は「第８波より大きな流行になる可能性も」、押谷氏ら（m3.com医療維新、2023 年 4月

19日）  

・じわり感染拡大中…もし「第９波」が来たら大丈夫？ 新型コロナ、５月に感染法上「５類」

に引き下げ（東京新聞 TOKYO Web、2023年 4月 14日） 

・パンデミックの先に 「第９波」被害拡大も 京都大教授・西浦博さん（毎日新聞、2023年 5

月 6日）  

・政治に翻弄されたコロナ５類移行 専門家が議論し尽くせなかったこと（朝日新聞デジタル、

2023年 5月 6日） 

・コロナ５類移行 「第９波」なお警戒医療体制に懸念も 岸田政権、問われる結果責任＜フォ

ーカス＞（北海道新聞、2023 年 5月 7日） 

・コロナ５類「科学ではなく空気で決まった」西浦教授が指摘する課題（朝日新聞デジタル、

2023年 5月 9日） 

・新型コロナ、インフル並みの感染症法上の５類に 対策の大転換に流行再拡大の懸念も

（Science Portal、2023年 5月 9日） 

 

 加えて、その間に桝太一助教が BUSINESS INSIDERの webインタビュー記事でコロナ禍での報

道の在り方について自らのキャリアと科学コミュニケーションと向かい合う姿勢について取材機

会を得た。日本テレビのアナウンサーとしての当事者であった状態から、研究者として科学コミ

ュニケーションに参画することになり、その上での問題意識などについて深掘りをしていただく

機会を得た。ブラウン管の顔が研究当事者としてコミュニケーションに参画する萌芽となった。 

 

・中長期的な観点での効果・効用 

本プログラムで得られた研究成果は、COVID-19 パンデミックにおいて一部専門家の当事者と

して実施された直接的な対応（科学的分析やそれに基づく政策対応の助言）のレベルを超え、国
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境に隔たりなく将来の公衆衛生危機に対する国家のレジリエンスを強化し、また、政策決定にお

けるエビデンスの役割をより明確化する上において大きく貢献するものと期待される。 
特に、流行対策の実施・未実施を比較可能にした数理モデルに基づく因果推論は技術的イノベ

ーションの 1 つである。その定量分析と因果推論の成果は、分析のより高度かつ汎用的なモデル

構築に繋がることが期待される。特定のリスク要因（日常生活の場面ごとのクラスター発生確率

や夜間繁華街の滞留人口など）の影響を定量化し、さらに介入策（早期診断・治療、緊急事態宣

言、マスク着用政策の自己判断化）効果を因果推論によって評価する方法が確立されたが、これ

によって将来のパンデミックにおいて、特定の介入が社会経済に及ぼす影響を予測するための反

事実仮想のシミュレーションを迅速かつリアルタイムで実行することが求められることが自明と

なった。より複合的なアプローチを実施すれば、社会経済的な影響を踏まえてカスタマイズされ

た政策を立案・実施することが理論的に可能になると考えられ、本プロジェクト後の研究代表者

らの研究もそういった知見に注力する所存である。 
また、科学と政策の関係性に関する研究成果は、頻繁に問題として顕在化しつつあった政治と

科学との関係性の再構築に繋がると期待される。「政策と科学の相克」に関する対談や、関係者

への取材に基づく書籍化の試みを通じて、平時より政策決定プロセスに科学的助言を組み込むた

めの制度設計や、科学者が社会に対してどのように関わるべきかという倫理的・実践的な指針を

提供することは今後の政策決定プロセスに良い方向で影響することが期待される。 
加えて、社会行動・コミュニケーションに関する成果は、効果的なリスクコミュニケーション

戦略の確立につながるものと期待される。行動変容（3 密回避、マスク習慣化）と情報源の信頼

性に関する社会調査の結果、「誰が（医療従事者、家族など）」、「どの媒体（テレビ、SNS）で」

発信すれば最も行動変容が促されるかが定量的に解明された。また、国別の同調度と対策効果・

死亡率の国際比較により、文化や社会規範が対策に及ぼす影響が示され、国や地域特性に応じた

コミュニケーション戦略の方向性を明らかにした。特に、マスク着用が社会的規範として定着し

ている国では対策の強度が大きく、伝播の行き過ぎた日数が相対的に少ないという知見は重要で

ある。これらの成果は中長期的に次のパンデミック時の国ごとの特徴に合わせてカスタマイズさ

れた介入策の立案に繋がり得る。 
 
・今後の活用性の可能性 

A. 科学的助言のあり方に関する考察 

 3-2-(1)-③において JAST-J を通じた科学的助言に係る提言について次の 4 点が挙げられたこ

とを既に述べた。(1)スポークスパーソンの必要性、(2)政策決定の経過公開、(3)政治家の役割と

責任、(4)報道陣の責任。これらは従来から関連問題について考察する機会に頻繁に述べられて

きたことに相当する。例えば、わが国では報道専属の者でなく官房長官が官僚原稿を読むことで

コミュニケーションが行われている点で科学コミュニケーションが極めて難しく、(1)について

の体制整備は急務である。その他の点についても、短期的な実現性についてはともかく多くの識

者が疑うことのない内容である。 
 他方、本研究プロジェクトが特有の経験として有する当事者性の意識からは、上記の改善だけ

では以下の問題に対応できていないと考えられる。上述の点だけでは表層的対応に留まるリスク

を有するのである。まず、政策のための科学サロンの講演時（2025 年 8 月 18 日）に報告した問

題点を列挙する。わかりやすいよう、客観的事実あるいは科学的根拠に基づくものは番号の後に

「事実」と記載し、当事者としての所見や見解の表出によるものを「当事者」と記述する。 
1（事実）. 専門家と行政あるいは専門家と政治家の立場の非対称性：政策の方向性を決める

「発注権」が常に行政・政府側にあり、真に困難な課題解決に至りにくい側面を有する。 
2（当事者）.専門家に押し付けられる責任（責任回避の構造）： 行政組織にとって専門家は「責

任を取らせる」存在であり、責任を転換する対象である（他方、政策方向性は行政側）。 
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3（当事者）.科学の独立性の欠如（物言えぬ専門家）：科学が政治から独立し、客観的な事実を

毅然として述べるという健全な関係性が機能していない。 
4（事実）.行政の政策形成プロセスの問題：後付けの政策サポート、リスクコミュニケーション

への無理解、危機管理意識の欠如。国内行政では、政府に黙ったままで、危機を議論し難い。 
5（当事者）.法的な問題（関与のリスク）：不健全な体制の中では中間人材として振る舞う研究

者が必要であるが、非公式で政策に深く関与するとオネストブローカーのリスクがつき纏う。 
 上記は 2014－18 年に実施した RISTEX プロジェクトの実装を経た後のナレッジ・モビライゼ

ーション上の問題点と言え、本研究課題固有の結果である。これらの問題がアジアの封建的な政

府行政組織内に存在することに対応しつつ、科学的助言体制を充実させることが求められ、その

ためには「日本式の」科学的助言体制の構築が求められる。科学的助言体制の提言書は別途纏め

るが、以下の点について対応することが必須と考えられる。主に客観的事実に基づく事案に対応

するものは「事実」、当事者性に寄る問題が大きいものは「当事者」と記述して区別する。 
(i；当事者) 重層的な専門的助言体制： 

 同じ分析を常に 2 者以上の専門家が同時に検討し、比較可能な状態を形成する。専門家の数と

学術的範囲も十分に分厚くなるよう、日本学術会議などが音頭を取って関連学会の「危機時専門

家」認定を進める。 
(ii；当事者) 臨時科学顧問制度の明文化： 

 科学顧問を危機時の臨時専門家として政府が任命する。ただし、同顧問は政府の政策判断から

の独立性を担保され、科学的事実に注力して見解をコミュニケーションする責を担う。 
(iii；事実) 危機時における行政および専門家の判断の免責： 

 健康危機管理事象においてエビデンスが十分でない中での行政および専門家の判断について、

蓋然性や過去事例を基に政策を遂行することを行政レベルに許し、それを免責する。 
(iv；事実) 専門家組織の充実： 

 政府専門家会議をこれまでの 3-5 倍程度の構成員に拡大する。また、独立組織の専門家会議を

学術会議などが設置することに加え、独立会だけでなく仲介専門家組織など学会組織の積極的関

与を実施する。 
(v；事実) 政治における責任の明文化： 

 少なくとも特別措置法あるいは基本的対処方針において「パンデミック対応に係るあらゆる政

策の責任は内閣総理大臣にある」ことを明文化する。これだけは避けられない。 
(vi；事実) 専門家、行政および政治家の危機管理に係る再教育： 

 健康危機管理に資する人材の育成および短期的な危機をイメージする訓練を実施する。一定の

経験・資格を得た者しかコミュニケーションに参画してはならないルールを設ける。 
(vii；当事者) 科学的見解と政策の齟齬に関する報道ガイドライン： 

 ガイドライン上で価値判断に触れる報道について厳格に整備する。例えば、「科学が常に真で

あり、それに従わない政策が悪である」というような論調に報道が偏る傾向が見られやすいこと

を予防するためにガイドラインを整備する。不必要に科学と政治の関係性を煽らないことが求め

られる。 
 (vii)は科学コミュニケーションチームが主導した研究提言の「メディアは自律的に『パンデミ

ック時の報道の手引き』をつくるべきだ」に通じる 1 つの具体的提案である。ただし、客観性や

科学的根拠に基づいて着想を得たものではなく、あくまで当事者として「科学が正しいのに政府

はそれに従わない」という論調の報道が単調に続き過ぎたこと（問題点 3）に強い懸念を抱いた

ことに端を発する。例えば、科学的見解を報道する度に何かと言えば政府対応が十分でないよう

な印象を増幅する報道偏重に繋がると、それは科学的情報の発信側としては全く本意でなく、む

しろ、政府には積極的にリーダーシップを取って流行対応に乗り出すことこそ専門家に求められ

ていたというのが事実である。そういった傾向が放置されると、本当に大切なメッセージで科学
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と政治の相克を突破しなければならない時に、それまでの報道が有効性の高い科学的メッセージ

を出すことの障壁にさえなってしまうリスクを包含している。要点として「不必要に政治と科学

の対立を報道で煽らない」という点は、上記の手引きを構成するフィロソフィーの 1 つとして検

討を続けたい。 
 
B. 研究成果の活用性に関する考察 

本研究プロジェクトの成果は、以下の応用分野において実務レベルでの活用が期待される。 
夜間滞留人口データを用いた実効再生産数（Rt）推定モデルや、緊急事態宣言の反事実仮想シ

ミュレーション技術を、次世代の感染症危機管理システムに組み込むことで、政策担当者はリア

ルタイムでリスクを把握し、対策のインパクトを予測することが可能となる。また、特定の場面

ごとのリスク推定結果は、将来的な施設ごとの感染対策ガイドラインを作成する際の具体的な数

値的根拠として利用される。 
科学コミュニケーションと教育の分野では、科学者、政策担当者、メディア関係者への取材に

基づく分析を、危機管理、公衆衛生、メディア論などの分野における教育コンテンツとして活用

できる。特に、危機時の科学と社会の関係性を学ぶための実践的な教材として有用である。ワク

チン接種や行動変容に関する社会調査の結果に基づき、年齢や性別、地域ごとに最も効果的な情

報源と伝達チャネルを選定し、メッセージを最適化する戦略を実行することが可能となる。 
社会科学・行動科学分野への貢献も期待される。公衆衛生におけるソフトな介入の効果を科学

的に分析する基盤となる。さらに、同調性と対策効果の関係を示した国際比較研究は、各国固有

の文化・社会特性を考慮に入れた、より柔軟で実行可能性の高いグローバルな感染症対策戦略を

提言する際の重要なエビデンスとして機能する。 
 
・社会的実現における限界点 

未来のパンデミックのための「政策実装」という観点で言えば、現実の政策の動きとしては

COVID-19 対策の振り返りを公的に実施することに本プロジェクトの成果の一部として実現する

ことが未だ出来ていない。以下は当事者としての見解の表出にも該当するが、列記した点が棚上

げの状態となっていて、研究開発成果の活用が単純に進められていない。 
― 2023 年の対策緩和以降、厚生労働省の専門家としてのパンデミック振り返りが公的にで

きていない状況にある（政治的理由からか、総括会議が開催されない） 
― 学術評価以外の総括取り纏めがないために、政策実務面において公的に記録を残すことが

できておらず、公的記録を基に新たな未来のための制度設計をすることができていない 
 ― 当事者も、当事者以外も、「お茶の間」宛てに作成された振り返りや記録は既に十分ある

が、それを未来の制度改革につなげることは容易でない。（実務家に向けた）記録や次の制度に

繋がる記録が求められる 
その中で、専門家教育の改善に関する道程は一部が結実しはじめている。本研究プロジェクト
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の開始後、PJ の一貫で文部科学省の調査研究対象としてインタビューを受けた： 
図 15．医学教育の改善に関するヒアリング 

https://www.mext.go.jp/content/20230323-mxt_igaku-000028475_5.pdf 
 
 このようなヒアリングや専門家意見を通じたフィードバックを得て、現在までに医学教育モデ

ル・コアカリキュラムの改訂へと繋がり、少なくとも健康危機管理が大項目の 1 つとしてカリキ

ュラムに組み込まれることとなった。 
 同様のことは卒後教育やリスキリングにおいても形となって結実しつつある。京都大学大学院

医学研究科では、令和６年度からヘルスセキュリティセンターを設置し、その中で研究代表者の

西浦は設置申請の概算要求の過程から参画し、副センター長を務めることとなった。専門家の健

康危機管理トレーニングを自身の研究教育機関の機能の一部として執り入れる準備が整った。カ

リキュラムや概算要求のアクションとして成果が得られたのは本課題に特有のことである。 

 
図 16．京都大学大学院医学研究科ヘルスセキュリティ―センターの概要 

 
 その中で、本 PJ を経た人材育成の実装として、大学院教育においても健康危機管理学を

Master of Public Health の新たな１つのコア領域に据えることを開始した。今後、健康危機管

理学に係る素養を身に着けた人材が同センターから輩出される基盤を得た。また、リスキリング

の一貫として、健康危機管理基盤教育プログラムを設置した。学外の実務家を含めてトレーニン

グ機会の提供が実現されつつある。 
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図 17．京都大学における健康危機管理科目のコア科目化 

 
 

4．研究開発の実施体制 

4-1．研究開発実施者 
（1）感染症予防理論グループ（リーダー氏名：西浦博） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

西浦 博 
ニシウラ 

ヒロシ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
教授 

岡田 雄大 
オカダ ユ

ウタ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
准教授 

小林 鉄郎 
コバヤシ 

テツロウ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
助教 

林 克磨 
ハヤシ カ

ツマ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
特定助教 

茅野 大志 
カヤノ タ

イシ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
特定助教 

リュウ シギイ 
リュウ シ

ギイ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
大学院生 

チャン ドン 
チャン ド

ン 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
大学院生 

ハン ムリン 
ハン ムリ

ン 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
大学院生 

植田 陽 
ウエダ ミ

ナミ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
大学院生 
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雨宮 優里 
アメミヤ 

ユウリ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
大学院生 

藤原 聖子 
フジワラ 

セイコ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
大学院生 

永田 万結 ナガタ マ

ユ 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 大学院生 

西村 友里 ニシムラ 

ユリ 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 大学院生 

リ ティアンウェ

ン 
リ ティア

ンウェン 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 大学院生 

チャオ ジャイン 
チャオ ジ

ャイン 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
大学院生 

ミン テイン 
ミン テイ

ン 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 大学院生 

林 陽香 
ハヤシ ハ

ルカ 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 研究員 

松岡 勇人 
マツオカ 

ハヤト 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 研究員 

万木 慎太郎 
ユルギ シ

ンタロウ 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 大学院生 

矢野 龍一 
ヤノ リュ

ウイチ 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 大学院生 

佐村 淳知 
サムラ ア

ツシ 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 大学院生 

三山 豪士 
ミヤマ タ

ケシ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
客員研究員 

 
（2）科学コミュニケーショングループ（リーダー氏名：野口範子） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

野口範子 
ノグチノリ

コ 
同志社大学 

大学院生命医

科学研究科 
教授 

渡辺政隆 
ワタナベマ

サタカ 
同志社大学 

大学院生命医

科学研究科 
特別客員教授 

桝太一 マスタイチ 同志社大学 
ハリス理化学

研究所 
助教 

三田雄一郎 ミタユウイ

チロウ 同志社大学 生命医科学部 准教授 

湯本紗弓 ユモトサユ

ミ 同志社大学 生命医科学部 学部学生 

元村有希子 モトムラユ

キコ 同志社大学 生命医科学部 特別客員教授 
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（3）感染予防の社会心理学グループ（リーダー氏名：碓井 真史） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

碓井 真史 
ウスイ マ

フミ 
新潟青陵大学 

大学院臨床心

理学研究科 
教授 

 

4-2．研究開発の協力者・関与者 
氏 名 フリガナ 所 属 役 職 協力内容 

庭野めぐみ ニワノメグミ 日本テレビ報道局 社会部解説委員兼厚生

労働担当副部長 

取材協力 

松本哲哉 マツモトテツヤ 国際医療福祉大学 教授 

 

取材協力 

忽那賢志 クツナサトシ 大阪大学大学院医学

系研究科感染制御学 

教授 

 

取材協力 

藤村厚夫 フジムラアツオ ファクトチェック・

イニシアティブ 

副理事長 取材協力 

田中泰義 タナカヤスヨシ 毎日新聞 くらし科学環境部記者 

 

取材協力 

武藤香織 ムトウカオリ 東京大学医科学研究

所 ヒトゲノム解析

センター公共政策分

野 

教授 取材協力 

河岡義裕 カワオカヨシヒ

ロ 

国立国際医療研究セ

ンター国際ウイルス

感染症研究センター

/東京大学国際高等

研究所新世代感染症

センター機構 

センター長/機構長 取材協力 

押谷仁 オシタニヒトシ 東北大学大学院 医

学系研究科 

教授 取材協力 

河内敏康 カワウチトシヤ

ス 

毎日新聞 くらし科学環境部記者 取材協力 

 

5．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

5-1．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 
5-1-1．情報発信・アウトリーチを目的として主催したイベント（シンポジウムなど） 
 
 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A7%A3%E8%AA%AC%E5%A7%94%E5%93%A1
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年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 
2022/10/9 第 37 回保団連医療

研究フォーラム、

東京 

都市センターホ

テル（東京） 
西浦博による記念講

演「新型コロナウイ

ルス感染症の流行制

御」 

350 

2023/1/25 中部大学第 31 回創

発セミナー 
 

中部大学（愛知

県） 
西浦博による特別講

演「新型コロナウイ

ルス感染症対策の数

理的デザイン」、 

80 

2023/4/22 感染症の理論疫学

者：COVID-19 の

データ分析をして 

国内 COVID-19 流行におけ

る感染症数理モデルの

活用と政策実装につい

て振り返り 

120 人＋オ

ンライン 

2023/4/23 第 31 回日本医学会

総会 2023 
東京国際フォー

ラム 
U40 委員会企画「それ

ぞれの最前線で

COVID-19 と戦った先

生方に聞く、次世代の

医学研究に向けて」で

講演 

5000 

2023/8/16 新興感染症の疫学研

究 
国内 社会医学を志す医学部

生を対象に本 PJ の紹

介と社会実装上の問題

について紹介 

55 人 

2023/8/30 コロナ・パンデミッ

クの今後 
国内 パンデミックの中長期

的見通しの解説におい

て本 PJ 紹介を盛り込

み 

105 人＋オ

ンライン 

2024/8/1 感染症数理モデル

短期コース 

キャンパスプラ

ザ京都、京都教

育文化センター 

感染症数理モデルの

基礎的考え方と取扱

い・発展の方法・デ

ータ分析および批判

的吟味について，同

専門課題に関心のあ

る学生や若手研究者

を対象に，短期集中

型の入門教育機会を

提供することを目的

とした短期コースを

開催 

50 

2024/11/28 

講演会 
「Optimizing 
Decisions: 
Applications of 

京都大学医学部

キャンパス  G
棟 2 階 セミナ

ー室 A 

マニパル大学

(Manipal Academy of 
Higher Education)の
Dr. Gulzar ull Hasan

20 
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Data-Driven 
Methods」 

准教授の講演会 

2024/12/22 

講演会「A 
workflow for 
Forecasting 
Epidemics with 
Dynamical 
Systems」 

京都大学 先端

科学研究棟１階 

小セミナー室 

Georgia State 
University の 

Gerardo Chowell-
Puente 教授をお迎え

し講演会を開催。共

同研究プロジェクト

の一環として、様々

なデータを活用した

感染症流行予測モデ

ルに関する最新の知

見について講演。 

20 

2025/1/20 

講演会

「Supporting 
community health 
with wastewater 
surveillance – our 
network in New 
York」 

京都大学先端科

学研究棟１階 

小セミナー室 

Syracuse University
の Yifan Zhu 博士を

お迎えし講演会を開

催。機械学習と下水

サーベイランスを組

み合わせた疫学モデ

リングの運用と政策

活用について 

20 

2025/7/17 

Eliciting societal 
values on equity-
efficiency trade-
offs to facilitate 
equity-informative 
cost-effectiveness 
modeling 

京都大学先端科

学研究棟 1 階 

大セミナー室 

Western 大学の

Shehzad Ali 氏をお迎

えして社会的価値判

断の一環として社会

調査を実施した場合

の選択特性について

検討 

30 

 
5-1-2．研究開発の一環として実施したイベント（ワークショップなど） 

年月日 名 称 場 所 概要・反響など 参加人数 
2024/05/13 Amanda 

Bleichrodt 氏が訪

問 

京都大学 Mpox の流行に関する

共同研究を実施した 
10 人＋ 

2024/12/22 Gerardo Chowell
教授が訪問 

京都大学 Chowell 教授はCOVID-
19 に関連した数理モデ

リングの講演を行い、

日本側研究者と活発な

意見交換を行なった 

20 人＋ 

2025/6/21 灘校 土曜講座 灘高等学校 土曜講座「パンデミッ

ク発生直後の数理的イ

ンテリジェンス」と題

して、流行直後の数理

生徒 58 人、

その他 12
人 
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的技術の解説および実

習を行った。それに引

き続いて数理モデル実

装に伴う社会的問題に

ついて解説した。 
2025/10/29 感染症危機に対応

する人材育成の現

在地と目的地（日

本公衆衛生学会学

術総会、公募シン

ポジウム） 

静岡・グランシッ

プ 
新型コロナウイルスで

経験したような感染症

の危機に対応できる公

衆衛生分野の人材育成

の重要性が認識され、

教育プログラムが新た

に開始するなどしてい

る。それぞれのプログ

ラムで提供している目

的や中身といった現在

地と、人材育成後のフ

ォローアップと目的地

を議論した。 

200 人超 

 
5-1-3．書籍、DVD など論文以外に発行したもの 

（1） 『知の統合は可能か―パンデミックに突き付けられた問い』（時事通信社、瀬名

秀明、渡辺政隆、押谷仁、小坂健；2023 年） 
（2） 奔流 コロナ「専門家」はなぜ消されたのか、広野真嗣、講談社、2024年 1月 17

日 

（3） 1100日間の葛藤 新型コロナ・パンデミック、専門家たちの記録、尾身茂、日経

BP、2023年 9月 22日 

（4） 医学会新聞 『My Favprite Papers』、2024/2/5、西浦博 
（5） フジテレビ『「Mr.サンデー」手足口病に溶連菌、新型コロナ…猛暑を襲う”警報級”感

染症 家族が次々罹患する“感染症ドミノ”も発生 対策は？』、2024/7/15、西浦博 
（6） POLICYDOOR『感染症対策の政策形成に数理モデルを活用する西浦博×森田朗（JST-

RISTEX）』、2024/10/1 
（7） NHK出版、雑誌、『きょうの健康』、2025/2/20、西浦博 

 
5-1-4．ウェブメディア開設・運営 
  （1）SNS アカウント（twitter にて研究代表者・西浦博、@nishiurah） 

（2）メタコビ  https://covid-data.jp/ 
 （2022 年 8 月に解説し、その後、2024 年から本プロジェクトに関連するニュースも発信） 
 

5-1-5．学会以外（5-3．参照）のシンポジウムなどでの招待講演 など 

（1） 西浦博、「疫学モデルを活用した新興感染症対策の科学的助言：過去と未来」、京

都大学サロン LHS2022、京都、2022/10/14 
（2） 西浦博、「Forecasting dengue and heat stroke in Japan: adaptation plans for climate 

change」、京都大学－ストラスブール大学交流 30 周年記念シンポジウム、ストラス

ブール、2022/10/21 
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（3） 西浦博、「Monitoring the COVID-19 immune landscape in Japan」、20th International 
Congress for Tropical Medicine and Malaria (ICTMM2020)、バンコク、2022/10/25 

（4） 西浦博、「新型コロナウイルス感染症のこれまでと今後の見通し」、第 30 回日本慢

性期医療学会、京都、2022/11/17 
（5） 西浦博、「新型コロナウイルス感染症の流行対策のデザインとその科学コミュニケ

ーション」、日本計算社会学会大会、東京（津田塾大学）、2023 年 2 月 20 日 
（6） 西浦博、感染症のデータサイエンス、SHIONOGI DATA SCIENCE FES 2023、大阪、

2023 年 3 月 1 日 
（7） 西浦博、COVID-19 の疫学：ここまでにわかったことと問題点、日本内科学会総会、

東京、2023 年 4 月 14 日 
（8） 21 世紀保健医療フォーラム、新型コロナウイルス感染症の疫学研究、西浦博、2023

年 4 月 18日、国内 

（9） Universität Hamburg - Kyoto University Symposium、Modelling human-animal 

interface: SARS, MERS and COVID-19、西浦博、2023. 2023 年 6月 19日、国際 

（10） 大阪府医師会研修会、新型コロナウイルス感染症：外来診療含む現在の流行状況と

見通し、西浦博、2023年 7月 6日、国内 

（11） 日本科学ジャーナリスト会議、5 類移行後の新型コロナ流行の現状と課題、西浦

博、2023年 7月 18日、国内 

（12） 三楽会、新型コロナウイルス感染症の現状と今後についての分析紹介、西浦博、

2023 年 7月 25日、国内 

（13） 第 3回東京 iCDC専門家ボードと報道機関の勉強会、新型コロナウイルス感染症の最

近の状況と今後の見通しについて、西浦博、2023 年 8月 2日、国内 

（14） 慶応義塾大学社会薬学セミナー、新型コロナウイルス感染症の疫学と数理モデル研

究、西浦博、2023年 9月 11日、国内 

（15） Kyoto Symposium celebrating the visit by Professor Bryan Grenfell、COVID-19 

transmission in the night town、西浦博、2023年 11月 12日、国際 

（16） 学術講演会 長崎県立大学、新型コロナウイルス感染症のこれまでの流行動態と今

後の見通し、西浦博、2023 年 11月 17日、国内 

（17） ワンヘルスネットワーク研究会、COVID-19 伝播の異質性に関する直近までの理解に

ついて、西浦博、2023年 12月 2日、国内 

（18） 大分感染症セミナー、感染症の数理モデルと観察データ：COVID-19を中心に、西浦

博、2024年 2月 15日、国内 

（19） The U.S.-Japan Cooperative Medical Sciences Program (USJCMSP)、Real-time 

causal inference of COVID-19 interventions using counterfactual 

reproduction number、西浦博、2024 年 3月 5日、国際 

（20） 市民講演会、国際純粋および応用生物物理学連合会議 2024（62回日本生物物理学会

年会）、『理論研究者のみた新型コロナウイルス感染症』、高校生・大学生・大学

院生・一般を対象とした講演、2024/6/28、西浦博 

（21） 市民公開講座、理論研究者のみた新型コロナウイルス感染症、『新型コロナウイル

ス感染症の伝播の急所に関する数理』、2024/6/11、西浦博 

（22） 招待講演、第 38回公衆衛生情報研究協議会研究会、『COVID-19パンデミック緩和後

の評価と今後の見通しと未来の対策について』、2025/2/28、西浦博 

（23） 招待講演、城西大学数理応用セミナーミニワークショップ 「感染症の数理」、『流

行ダイナミクスを理解するための免疫ランドスケープの構築：急性期と亜急性

期』、2025/3/3、西浦博 
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（24） Invited Talk、European Public Health and Epidemiology Conference 2025 

(Lisbon, Portugal)、Inferring the effectiveness of non-pharmaceutical 

interventions against COVID-19、2025/4/29、西浦博 

（25） 教育研修講演、第 98回日本整形外科学会学術総会（東京国際フォーラム） 「感染

症の数理」、『感染症予防に関する理論疫学と疾病予測の現状』、2025/5/23、西浦

博 

（26） 教育シンポジウム、日本製薬医学会 2025、「観察データを用いた感染症伝播動態へ

の医薬品の効果評価」、2025/07/25、西浦博 

（27） 招待講演、日本学術会議公開シンポジウム「次の新興・再興感染症にどう備える

か」、『新興感染症への疫学インテリジェンス提供の問題点と未来』、

2025/08/07、西浦博 

（28） Invited talk、EPINEXT as part of the International Conference of Complex 

Systems、Immune landscape: Estimation before and after relaxing 

interventions against COVID-19、2025/09/03、西浦博 

（29） Invited speaker、Vaccinology Symposium at Nagasaki University、Modelling of 

outbreak pathogens、2025/09/05、西浦博 

（30） Invited talk、ITDRR(Information Technology for Disaster Risk Reduction)、

Innovations in Handling Epidemic Data and Their Impact on Emergency 

Response、2025/10/16、西浦博 

（31） Invited talk、ITDRR(Information Technology for Disaster Risk Reduction)、

Innovations in Handling Epidemic Data and Their Impact on Emergency 

Response、2025/10/16、西浦博 

（32） 教育講演、第５３回日本救急医学会総会・学術集会（大阪府立国際会議場）、『新

興感染症の健康危機管理問題と救急医療への影響』、2025/10/29、西浦博 

（33） 招待講演、大阪大学微生物病研究所セミナー、感染症の数理モデルを利用したデー

タ分析、2025/11/14、西浦博 

 

5-2．論文発表 
 
5-2-1．査読あり（ 58  件） 
● 国内誌（ 1 件） 
1. 西浦博、林陽香、感染症で学ぶ日本と世界の歴史 第二章：インフルエンザ、清水書院、

2024/7/23 
 
● 国際誌（ 57 件） 

1. Kayano T, Hayashi K, Kobayashi T, Nishiura H. Age-Dependent Risks of COVID-19 
Putatively Caused by Variant Alpha in Japan. Front Public Health. 2022 Jun 
10;10:837970 

2. Suzuki A, Nishiura H. Transmission dynamics of varicella before, during and after the 
COVID-19 pandemic in Japan: a modelling study. Math Biosci Eng. 2022 Apr 
11;19(6):5998-6012 

3. Fujimoto M, Nishiura H. Baseline scenarios of heat-related ambulance transportations 
under climate change in Tokyo, Japan. PeerJ. 2022 Jul 29;10:e13838 
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restrictions in Japan, 9th International Conference on Infectious Disease 

Dynamics (EPIDEMICS9), Italy, November 28- December 1, 2023、国外 

17. Yuta Okada, Hiroshi Nishiura. Estimating COVID-19 dynamics using the wastewater 
viral surveillance. Epidemics9 9th International Conference on Infectious 

Disease Dynamics, Bologna, Italy, November 2023、国外 

18. Hayashi.K, Fujimoto.M, Nishiura.H, Assessment of Dengue Infections in Japan 
over the Next Century under Climate, Population, and Geographic Changes, 9th 

International Conference on Infectious Disease Dynamics (EPIDEMICS9), Italy, 

November 28- December 1, 2023、国外 

19. Tetsuro Kobayashi, Hiroshi Nishiura, Assessing the time-dependent hazard and 
actual size of infection during a COVID-19 outbreak on a cruise ship, 2020, 

EPIDEMICS (Bologna), 2023/11/28, 国外 

20. 樊梦麟、西浦博、Estimation of the relative advantages of the susceptibility and 

transmissibility of the Omicron variant (B.1.1.529) compared with the Delta variant 

(B.1.617) in Japan, 2021–22、第４回研究交流サロン、2024 年 9月、国内 

21. Thein Min Swe, Mayu Nagata, Yuta Okada, Hiroshi Nishiura, Causal inference of non-
pharmaceutical interventions during the COVID-19 pandemic in Japan, 2020-21, The 

83rd Annual Meeting of Japanese Society of Public Health, Sapporo, Japan, 2024.10.30, 

Domestic 

22. Tianwen Li, Seiko Fujiwara, Hiroshi Nishiura, Habitual Mask Wearing as Part of COVID-
19 Control in Japan: An Application of Game Theory, The 83rd General Meeting of the 

Japanese Association of Public Health, Sapporo, Japan, 2024.10.30, Domestic 

23. 小林鉄郎、西浦博、2024年 3月に発生した麻疹アウトブレイクの理論疫学的分析、第 83回日

本公衆衛生学会総会（札幌市）、2024年 10月、国内 

24. Qiao Jiaying, Okada Yuta, Nishiura Hiroshi, Quantifying COVID-19 Reinfection rate 
and Ascertainment Bias in Japan. The 83rd Annual Meeting of Japanese Society of 

Public Health, Hokkaido, Japan, 2024.10.30,国内 

25. 雨宮 優理、西浦 博、新型コロナウイルス感染症に対する治療薬投与のタイミングの最適化、

第 83回日本公衆衛生学会総会（北海道）、2024 年 10月、国内 

26. ZHANG TONG、西浦 博、わが国における第１波～第６波の COVID-19死亡リスクと診断バイアス

の推定、第 83回日本公衆衛生学会総会（札幌市）、2024年 10月、国内 

27. 永田万結、岡田雄大、西浦博、予防接種前における新型コロナウイルス感染症流行時のマスク

着用の人口レベルの効果推定、第 83回日本公衆衛生学会総会（札幌市）、2024 年 10月 30日、

国内 

28. 樊梦麟, 西浦博、わが国の自衛隊員の年齢構成の捕捉と予測、第 83回日本公衆衛生学会総会
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（北海道）、2024-10-29～10-31、国内 

29. 松岡勇人、西浦博、日本における接触確認アプリを用いた新型コロナウイルス感染症の伝播動

態の探索、第 83 回日本公衆衛生学会総会（北海道）、2024-10-29～10-31、国内 

30. Hiroshi Nishiura, Monitoring the immune landscape against rabies in domestic dogs, 
Japan, Joint Meeting of Population Ecology and Taiwan-Japan Ecology Workshop,2024年

11月 16日 

31. Yuri Amemiya, Hiroshi Nishiura, Estimation of the population dynamics of feral dogs 
and stray dogs in Japan, The Joint Meeting of the 40th Annual Meeting of the Society 

of Population Ecology and the 7th the Taiwan-Japan Ecology Workshop, Okinawa, Japan, 

2024.11.15, Domestic 

32. Qiao Jiaying, Okada Yuta, Nishiura Hiroshi, Epidemiology of human papilloma virus 
infection and associated cancers: A mathematical modelling study. The 35th Annual 

Meeting of Japan Epidemiological Association, Kochi, Japan, 2025.02.14,国内 

33. Tianwen Li, Seiko Fujiwara, Hiroshi Nishiura, Habitual Mask Wearing as Part of COVID-
19 Control in Japan: An Application of Game Theory, The 35th Annual Meeting of the 

Japanese Epidemiological Association, Kochi, Japan, 2025.02.13, Domestic 

34. 西浦 博、樊梦麟、わが国の自衛隊員の年齢構成の捕捉と予測、第 35回日本疫学会総会（高知

市）、2025年 2月、国内 

35. Thein Min Swe, Mayu Nagata, Yuta Okada, Hiroshi Nishiura, Causal inference of non-
pharmaceutical interventions during the first three waves of COVID-19 in Japan, 2020-

21, The 35th Annual Meeting of the Japanese Epidemiological Association, Kochi, 

Japan, 2025.02.13, Domestic 

36. 藤原聖子, 西浦博. 新型コロナウイルス感染症オミクロン株に対する予防接種の二次感染予

防効果の推定：家庭内伝播データの統計分析. 第 35回日本疫学会学術総会, ポスター発表, 

2025年 2月, 国内 

37. 雨宮優理、小林鉄郎、西浦博、日本における 2024年 2－3月の麻疹アウトブレイクの疫学的分

析、第 35回日本疫学会学術総会 （高知）、2025年 2月、国内 

38. ZHANG TONG、QIAO JIAYING、林 克磨、西浦 博、COVID-19パンデミックによる超過死亡のメ

カニズムの分解研究、第 35回日本疫学会総会（高知市）、2025 年 2月、国内 

39. 林克磨、藤本万里恵、西浦博、気候変動化における国内のデング熱感染症流行の潜在的リスク

推定、2025 年疫学会（高知県松江市）、2025年 2月、国内 

40. 永田万結、岡田雄大、西浦博、日本のワクチン導入前時期における新型コロナウイルス感染症

流行に対する マスク着用推奨の効果推定、第 35回日本疫学会総会（高知市）、2025年 2月 13

日、国内 

41. 三山豪士, Thein Min Swe, Hao-Hsuan Olivia Lin, 澤井宏太郎, 岡田雄大, 西浦博、2015-

2016 年にアンゴラで発生した黄熱流行におけるワクチン接種と刺咬対策の後ろ向き評価、第

35回日本疫学会学術総会（高知市）、2025 年 2月、国内 

42. 林陽香、西浦博、COVID-19の致死率に関する統計モデリング：分割時系列解析、高知、2025/2/13 

43. 三山豪士, 西浦博、コロナ禍における大阪府内の地域間移動量と RSウイルス感染の空間的拡

散の分析、第 95 回日本衛生学会学術総会（埼玉市）、2025 年 3月、国内 

44. Qiao Jiaying, Okada Yuta, Nishiura Hiroshi, Quantifying COVID-19 reinfection 
rate and ascertainment bias in Japan. 第５回研究交流サロン、京都大学医学研究科

芝蘭会館、2025/9/3 〜 2025/9/4, 国内 

45. 小林鉄郎、「2018年 12月に三重県を中心に発生した麻疹の集団発生の疫学的解析」、

第 84 回日本公衆衛生会学術集会総会、静岡、2025 年 10月 29日、国内 
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46. Qiao Jiaying, Okada Yuta, Nishiura Hiroshi, Quantifying COVID-19 Reinfection 
rate and Ascertainment Bias in Japan. The 84th Annual Meeting of Japanese 

Society of Public Health, Shizuoka, Japan, 2025.10.30,国内 

47. Shiqi Liu, Asami Anzai, Hiroshi Nishiura, Evaluating SARS-CoV-2 ascertainment 
bias by using airport screening data in Japan, The 84th Annual Meeting of 

Japanese Society of Public Health, Shizuoka, Japan, 2025.10.30, Domestic 

48. Thein Min Swe, Hiroshi Nishiura, Modeling the impact of public health and 
social measures on COVID-19 transmission in Japan 2020-2021, The 84th Annual 

Meeting of Japanese Society of Public Health, Shizuoka, Japan, 2025.10.30, 

Domestic 

49. 松岡勇人,西浦博、COVID-19における感染伝播と社会規範の関係、2025年日本公衆衛生

学会（静岡市）、2025年 10月、国内 

50. 西山翔太、西浦博、統計モデルを用いた新型コロナウイルス感染症の時系列感染リスク
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51. Md Gulzar ull Hasan, Hiroshi Nishiura, Evaluating the COVID-19 Challenges and 
Interventions for Future Pandemic Preparedness, 84th Annual Meeting of the 

Japanese Association of Public Health, Wednesday, October 29th - Friday, 
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52. 藤原聖子, 西浦博、Epidemiological Characteristics of Undiagnosed HIV Infections 
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54. Shiqi Liu, Asami Anzai, Hiroshi Nishiura, Evaluating SARS-CoV-2 ascertainment 
bias by using airport screening data in Japan, The 36th Annual Scientific 
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Domestic 

55. 藤原聖子, 西浦博、On the rate of clinical AIDS on diagnosis: The mathematical 

interpretation for control of HIV/AIDS、2026 年日本疫学会（長崎市）、2026年 1 月

29 日、国内 

56. Ruoshan Quan，Hiroshi Nishiura. Spatiotemporal patterns of dengue transmission 

in Taiwan, 1998–2024.2025年日本疫学会、2026年 1月、国内 

57. Thein Min Swe, Hiroshi Nishiura, Modeling the impact of public health and 
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Domestic 
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mask-wearing on COVID-19 transmission during pre-vaccine period, 第 36回日本疫

学会学術総会(長崎)、2026年 1月、国内 
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transmission of COVID-19 and social norms, The 36th annual scientific meeting 

of the Japan epidemiological association & The 3rd joint scientific meeting 

with The IEA western pacific region (Nagasaki city), Jan 2026, Domestic 

61. 小林鉄郎、「Epidemiological Analysis of a Measles Outbreak in Mie Prefecture in 

December 2018」、第 36回日本疫学会学術総会、長崎、2026 年 1月 30日、国内 

62. Tianwen Li, Hiroshi Nishiura, Estimated prevalence of HIV infection among 
migrant workers in Japan, The 36th Annual Meeting of the Japanese 

Epidemiological Association, Nagasaki, Japan, 2026.1.30, Domestic 

63. ZHANG TONG, Nishiura Hiroshi, Proposing a method to connect epidemic model with 
suicide causal model: Balancing the trade-offs. The 36th Annual Meeting of the 

Japan Epidemiological Association, Nagasaki, Japan, 2026.1.28-30,国内 

64. Qiao Jiaying, Okada Yuta, Nishiura Hiroshi, Transmission dynamics of human 
papillomavirus and cervical cancer epidemiology in Japan. The 36th Annual 

Meeting of the Japan Epidemiological Association, Nagasaki, Japan, 2026.1.28-

30,国内 

65. Katsuma Hayashi, ZHANG TONG, Jiaying Qiao ,  Hiroshi Nishiura、A Method to 

Estimate Ascertainment Bias from Temporal Relationship between Reported and 

Severe Cases、2025年日本疫学会、2026年 1月、国内 

66. Shota Nishiyma, Hiroshi Nishiura, Estimating the directly averted number of 
COVID-19 infections using surveillance and seroepidemiological datasets. 2025

年日本疫学会、2026年 1月、国内 

67. Md Gulzar Ull Hasan, Haruka Hayashi, Mayu Nagata, Seiko Fujiwara, Shota 
Nishiyama, Quan Roshan, Hiroshi Nishiura, A Study of Transmission Dynamics of 

Pertussis in Japan The 36th Annual Meeting of the Japanese Epidemiological 

Association, Nagasaki, Japan, 2026.1.30, Domestic 

 

5-4．新聞報道・投稿、受賞など 
5-4-1. 新聞報道・投稿 

（1） m3.com、新型コロナとインフル同時流行、「受診行動どうするかが課題」

 2022/10/5 
（2） 文藝春秋、コロナと戦った3人の総理 尾身茂 2022/10/7 
（3） 共同通信、コロナ感染把握へ新サイト開設 個人が入力、京大研究者ら 2022/10/9 
（4） 東京新聞、コロナ感染へ新サイト開設 個人が入力、京大研究者ら 2022/10/9 
（5） 産経ニュース、コロナ把握へ新サイト 個人が入力、研究者開設 2022/10/9 
（6） NHK NEWS WEB、新型コロナとインフルエンザ 同時流行の可能性 どんな事態

が？ 2022/10/12 
（7） 毎日新聞、新型コロナ 8割おじさん・西浦教授が対策緩和で恐れる「関連死」

 2022/10/14 
（8） m3.com、「コロナ感染で循環器疾患誘発、相当数亡くなっている可能性」

 2022/10/16 
（9） NHK NEWS WEB、新型コロナ "第8波"は来る？来るならいつ？専門家の分析は

 2022/10/18 
（10） NHK首都圏ナビ、コロナ第8波予測 来るならいつ？BA.5か新たな変異ウイルス
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か？ 2022/10/19 
（11） Science Portal、新型コロナとインフル、同時流行の懸念高まる 第8波の可能性は

「非常に」高いと専門家 2022/10/24 
（12） 毎日新聞、新型コロナ 「第8波」すでに到来か 緩和加速もワクチン低調 ／大

阪 2022/10/25 
（13） 時事ドットコム、ワクチンで感染３００万人回避 新型コロナ「第８波」試算ー

厚労省助言組織 2022/10/26 

（14） m3.com、接種加速で第8波の感染180万人減、京大⻄浦教授 2022/10/27 

（15） NHK NEWS WEB、「第8波」800万人感染の試算 ワクチン接 種で3割減も ⻄浦教

授 2022/10/27 
（16） NHK首都圏ナビ、コロナ第8波 “2月までに800万人感染”の試算 ワクチン接種進

むと？ 2022/10/27 
（17） 東奥日報、コロナ共生へ1 流行リスク数年続く 西浦博京都大教授 2022/10/30 
（18） 毎日新聞、識者らに聞く「これから」数年間は流行リスク続く 国は対策のあり

方、説明を 2022/11/1 
（19） 毎日新聞、コロナ共生へ：識者らに聞く「これから」 京都大学・西浦博教授／

東京都立豊島病院・足立拓也感染症内科医長 2022/11/1 
（20） 京都新聞、流行リスク、数年続く コロナとの共生、京都大の西浦博教授インタ

ビュー 2022/11/2 
（21） 中部経済新聞、コロナ共生 （１） 西浦博・京都大教授 流行リスク 数年続く 対

策のあり方、国が説明を 2022/11/7 
（22） 山陰中央新報デジタル、コロナ共生へ＜上＞ 識者に聞く 2022/11/7 
（23） 時事ドットコム、新ワクチン、接種率５％台 開始から１カ月経過も低調ー新型

コロナ 2022/11/7 
（24） "BuzzFeed Japan、新型コロナ第8波はこれまで感染が少なかった県で感染 
（25） 者急増 修学旅行の宿泊先が療養ホテルになる例も" 2022/11/9 
（26） 日経ビジネス、［新連載］コロナ・インフル同時流行 地方“追従”の政府に対

応できるか 2022/11/9 

（27） BuzzFeed Japan、「8割おじさんはもう卒業」 新型コロナ第8波に向けて⻄浦博さ

んが訴えたい3つの対策 2022/11/10 
（28） 北海道新聞、免疫保持者の割合少ない？北海道内でコロナ感染急拡大の理由 専門

家に聞く 2022/11/16 
（29） 北海道新聞、少ない免疫保持者 要因 寒さで換気不足 専門家「室温保ち窓開け

て」 2022/11/16 
（30） 西日本新聞、コロナ共生へ1 流行リスクは数年続く 2022/11/17 
（31） NHK NEWS WEB、新型コロナ "第8波"感染のピークは 対策は わかってきたこと

 2022/11/18 
（32） 中日新聞、新型コロナ第８波、拡大が緩やかな原因とは 新変異種への警戒も

 2022/11/28 
（33） 毎日新聞、新型コロナくらし情報 多様化進むオミクロン株 「同時並行で流行」

に警戒を 2022/11/29 
（34） NHK NEWS WEB、コロナ「２類相当」見直し議論本格化 「５類」に？なぜ今？
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 2022/12/7 
（35） NHK、新型コロナ専門家会合“年末に向け接触機会増加など注意必要”

 2022/12/14 
（36） 朝日新聞、コロナ、インフルと比較「困難」 5類への見直し、専門家が評価公表

 2022/12/14 
（37） 毎日新聞、コロナリスク評価 「インフルと同等にはかなりの時間」専門家組織

 2022/12/14 
（38） m3.com、押谷教授ら「インフルエンザと同等とする条件満たさず」 2022/12/15 
（39） NHK首都圏ナビ、コロナ“後遺症” 感染者のリスクは？最大6倍 けん怠感 頭痛

などで受診 2022/12/15 
（40） Science Portal、新型コロナはインフルと違う感染症、と専門家チーム 2類から5類

への見直し議論に影響も 2022/12/16 

（41） m3.com、2022年医療界のキーパーソン、尾身分科会⻑が3連覇 ◆Vol.2 2022/12/23 

（42） 集中MedicalConfidential、新型コロナ襲来からの3年間を振り返る ～「ウィズ感染

症」の次なるステージへ～ 2022/12/30 
（43） 日テレNEWS、5類に見直しへ...動き出した“新型コロナ出口戦 略”新たなリスク

と課題は 2022/12/31 
（44） m3.com、「必要な準備し段階的に移行を」専門家有志ら 2023/1/12 
（45） 日テレNEWS、【解説】新型コロナ死者急増 実際の感染者数「把握困難」指摘も 

インフルエンザ“同時感染”懸念 2023/1/12 
（46） 日本経済新聞、コロナのオミクロン派生型「XBB.1.5」米国で拡大 一段と感染力

強く 2023/1/12 
（47） 日テレNEWS、【解説】国内コロナ死者数が過去最多 新たな変異株「XBB.1.5」へ

の懸念も 2023/1/15 
（48） NHK首都圏ナビ、コロナ“後遺症” インフルと比べたリスクは? せき けん怠感 

頭痛 2023/1/17 
（49） 時事ドットコム、コロナ死者「最高値超える状況」＝新規感染減も、高齢者割合

高くー厚労省助言組織 2023/1/17 
（50） 中日新聞、京大・西浦教授が感染症めぐる講演 中部大で２５日 2023/1/18 
（51） BuzzFeed Japan、第8波はピークを打ったが、凪は続かない。救急逼迫はしばらく

続き、休む間もなく第9波へ 2023/1/19 
（52） BuzzFeed Japan、「緩和しても流行は終わらない」イギリスの教訓から探る、日本

の選択肢 2023/1/20 
（53） 時事通信ニュース、新系統 XBB・1・5、流行警戒=オミクロン株、米で急拡大―強

い感染力、重症度は不明 2023/1/22 
（54） 新型コロナ第９波に突入 欧米の流行状況から見える日本の予測（バズフィード

ニュース、2023年 4月 3日） 

（55） コロナ５類移行後「定点把握」で流行監視どうなる？【詳しく】（NHK、2023年 4

月 12日） 

（56） 新型コロナ、５類移行へ 「インフル並み」なら安心か（日本経済新聞、2023 年

4月 14日） 

（57） ワクチン接種なければ 36万人死亡も、京大・西浦氏（m3.com 医療維新、2023 年 4

月 15日） 

（58） 第９波は「第８波より大きな流行になる可能性も」、押谷氏ら（m3.com医療維



54 

新、2023年 4月 19日） 

（59） じわり感染拡大中…もし「第９波」が来たら大丈夫？ 新型コロナ、５月に感染

法上「５類」に引き下げ（東京新聞 TOKYO Web、2023 年 4月 14日） 

（60） パンデミックの先に コロナは流行繰り返す「エンデミック」へ 西浦博氏が鳴

らす警鐘（毎日新聞、2023 年 5月 5日） 

（61） パンデミックの先に 「命奪うのに最適に進化」 西浦教授がいまだ恐れる新型

コロナ（毎日新聞、2023年 5月 5日） 

（62） パンデミックの先に 「第９波」被害拡大も 京都大教授・西浦博さん（毎日新

聞、2023年 5月 6日） 

（63） 政治に翻弄されたコロナ５類移行 専門家が議論し尽くせなかったこと（朝日新

聞デジタル、2023年 5月 6日） 

（64） コロナ５類移行 「第９波」なお警戒医療体制に懸念も 岸田政権、問われる結

果責任＜フォーカス＞（北海道新聞、2023 年 5月 7日） 

（65） 新型コロナ５類移行 普通の風邪にはなお時間 変異株発生に警戒を【表層深

層】（あなたの静岡新聞、2023 年 5月 8日） 

（66） コロナ５類「科学ではなく空気で決まった」西浦教授が指摘する課題（朝日新聞

デジタル、2023年 5月 9日） 

（67） 新型コロナ、インフル並みの感染症法上の５類に 対策の大転換に流行再拡大の

懸念も（Science Portal、2023 年 5月 9日） 

（68） 世界に広がるコロナ「XBB 系統」 専門家が「第８波よりも大きな流行」を懸念す

る理由＜AERA＞（AERA dot.、2023年 5月 11日） 

（69） （コロナ５類、専門家たちの葛藤：２）西浦博さん、押谷仁さん（朝日新聞デジ

タル、2023年 5月 24日） 

（70） コロナ５類、専門家たちの葛藤２ 西浦博さん、押谷仁さん（朝日新聞、2023 年

5月 24日） 

（71） コロナ感染者「５類」移行後増え続ける 東京は前週の１．５倍、専門家は警鐘

（エキサイトニュース、2023年 5月 26日） 

（72） 「次のパンデミックは『もう始まっている』と考えるべきだ」 理論疫学者、西

浦氏が語るポストコロナの世界（毎日新聞医療プレミアム、2023年 6月 3日） 

（73） 感染者数じわり増で「第９波」？ 新型コロナ５類化１カ月 まだ警戒必要か、

それとも「普通の感染症」扱いか…（東京新聞 TOKYO Web、2023年 6月 10日） 

（74） 新型コロナ「超過死亡」先月は顕著な増加見られず【Q＆A】（NHK、2023年 6月

23 日） 

（75） ５類移行でデータ減、「第９波」収束読めず（毎日新聞西部、2023年 7月 8日） 

（76） ５類移行 読めぬ第９波（毎日新聞大阪、2023年 7月 8日） 

（77） コロナ拡大「第９波」懸念（毎日新聞東京、2023 年 7月 8日） 

（78） 初投稿日「偽アカ疑惑」にどう対処？ 新型コロナクラスター対策専門家「なか

のひと」公衆衛生学者の使命と挑戦（Yahoo!ニュース、2023年 7月 18日） 

（79） 東京都 定点把握による患者報告数 11.12 人 定点把握に変更後初の 10人越え

（TBS NEWS DIG – Yahoo!ニュース、2023 年 8月 3日） 

（80） 感染症専門家の不足 息長く育成する環境を＝論説委員・永山悦子（毎日新聞、

2023年 9月 21日） 

（81） 「ここは学会じゃない」声荒げた尾身氏 宣言下、専門家同士の激論（朝日新聞

デジタル、2023年 9月 28日） 

（82） 気候改革：温暖化で広がる「デング熱」リスク 新たな媒介生物侵入の恐れも
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（毎日新聞、2023年 9月 29日） 

（83） 「国内感染」リスク増（毎日新聞、2023年 10月 9日） 

（84） 尾身茂氏 コロナ禍を振り返る オリンピック・パラリンピックの「無観客」提

言…政府と距離できた（読売新聞ヨミドクター – Yahoo!ニュース、2023年 10月

15 日） 

（85） コロナワクチン、オミクロン初期の東京で 850万人の感染を回避／京大（ケアネ

ット、2023年 11月 14日） 

（86） ワクチン効果「死者 1/36」 コロナ 京大推計、感染 90%超減（日本経済新聞、

2023年 11月 17日） 

（87） 新型コロナワクチンで感染者数や死者数大幅減か 京都大が試算（NHK、2023年

12 月 3日） 

（88） 「政府のコロナ対応、不十分な検証に危機感」西浦博・京都大教授に聞く（西日

本新聞 me、2024年 1月 15日） 

（89） 香港の仕事人 第 91回 感染症専門家その２（日本編）（香港ポスト、2024 年 2

月 10日） 

（90） “危機感が伝わらない”新型コロナ 専門家たちの闘い（2024 年 3月 29日） 

（91） 西日本新聞 me、『'政府のコロナ対応、不十分な検証に危機感' 西浦博・京都大教

授に聞く』、2024/1/15、西浦博 
（92） 香港ポスト、『香港の仕事人 第 91 回 感染症専門家その２（日本編）』、

2024/2/10、西浦博 
（93） NHK、『“危機感が伝わらない”新型コロナ 専門家たちの闘い、2024/3/29、西

浦博 
（94） 朝日新聞、『新型コロナ第 11 波拡大中 京大の西浦教授が対策呼びかけ』、

2024/7/25、西浦博 
（95） 産経ニュース、『新型コロナ第 11 波が本格化 経済負担や熱中症が追い打ち、救

急・医療も逼迫』、2024/7/26、西浦博 
（96） 読売新聞、『止まらぬコロナ感染拡大「第１１波突入」…免疫効きにくい新変異

株が主流に』、2024/7/27、西浦博 
（97） 医療記者岩永直子のニュースレター、『新しい亜系統「KP.3」に置き換わり、新

型コロナ急増中 データと独自の推定で見る現状は？』、2024/7/4、西浦博 
（98） 医療記者岩永直子のニュースレター、『猛威を振るう季節性インフルエンザ、今

シーズンの特徴は？』、2024/12/30、西浦博 
（99） 医療記者岩永直子のニュースレター、『流行が始まっている新型コロナウイル

ス、新しい株の特徴は？インフルとの同時流行は？』、2024.12.31、西浦博 
 
5-4-2．受賞 
 （1）科学技術ジャーナリスト賞 2025．  

広野真嗣著「奔流 コロナ『専門家』はなぜ消されたのか」（講談社、2024） 
（当事者としての取材および科学的エビデンスの活用に関する政策コンフリクトのファク

トチェックに協力） 
 

5-5．特許出願 
5-5-1．国内出願（ 0  件） 
 特になし 
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5-5-2．海外出願（ 0  件） 
 特になし 

6．その他（任意） 

特になし 
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